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次期中期防の策定に向けて

論点①： 次期中期防や防衛関係費の水準について、どのように考えるか。

論点②： 次期中期防策定に当たり、国民に対する説明責任の観点から、
改善すべき点はないか。

論点③： 調達改革の一層の強化に向けて、更に何を行うべきか。その際、
次期中期防を含め、装備品のメリハリ付けについてどのように考え
るか。
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沖ノ鳥島

尖閣諸島

グアム

竹島問題

【東シナ海】
中国による
・力を背景とした現状
変更の試み

・不測の事態を招きか
ねない危険な行為

【朝鮮半島】
半世紀以上にわたる
南北の分断

●金正恩体制の構築

●核実験・弾道ミサイル発射

北朝鮮

●軍事力の強化

●我が国周辺海空域における活動の活発
化

●南シナ海における活動の活発化

中国

●北方領土における地上軍
部隊の駐留等

●極東におけるロシア軍の
活動の活発化の傾向

ロシア

●インド太平洋地域への
コミットメント重視

●同盟国等との関係強化

油ガス田
開発

米国

我が国のシーレーン

【南シナ海】
・中国と周辺国の摩擦表面化
・中国による力を背景とした現状変更

○依然として領土問題や統一問題をはじめとする な要素が残る

○領土や主権、経済権益などをめぐる、いわゆる が増加する傾向

○周辺国による軍事力の や軍事活動などの活発化の傾向がより顕著

我が国周辺の安全保障環境 防衛省作成資料
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次期中期防の策定に向けて

論点①： 次期中期防や防衛関係費の水準について、どのように考えるか。

論点②： 次期中期防策定に当たり、国民に対する説明責任の観点から、
改善すべき点はないか。

論点③： 調達改革の一層の強化に向けて、更に何を行うべきか。その際、
次期中期防を含め、装備品のメリハリ付けについてどのように考え
るか。
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（注１） 政府債務残高は、「国債及び借入金現在高」の年度末の値（「国債統計年報」等による）。2017年度は年度末の見込み。2018年度は予算ベースの計数であり、政府短期証券の
うち財政融資資金証券、外国為替資金証券、食糧証券の残高が発行限度額（計197兆円）となっていることに留意。なお、1945年は第２次世界大戦終結時によりＧＮＰのデータがな
く算出不能。

（注２） ＧＤＰは、1929年度までは「大川・高松・山本推計」における粗国民支出、1930年度から1954年度までは名目ＧＮＰ、1955年度以降は名目ＧＤＰの値（1954年度までは「日本
長期統計総覧」、1955年度以降は国民経済計算による）。ただし、2018年度は、内閣府「中長期試算」（平成30年7月9日）による。
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戦前からの債務残高の推移
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「国防も日本の経済の力に相応しいものでなければならぬ。幾ら軍艦
が出来ても兵備が整うても、若し国民の経済力にして之を維持し、万
一の場合に之を動かす所の力が無いとなれば、一向国防は役に立たぬ
のである。やはり国防と一国の、この国の経済との調和を取らなけれ
ばならぬ。結局外交が第一で、この外交の背景となる、後援となるも
のが国防である。この国防の程度は国民の財力に耐える程度のもので
なければならぬ。」

（昭和9年2月24日 貴族院予算委員会における蔵相答弁）

加藤友三郎

髙橋是清

「一方にては軍備を整ふると同時に、民間工業力を発展せしめ、貿易
を奨励し、真に国力を充実するに非ずんば、如何に軍備の充実あるも
活用する能わず。平たく言えば金が無ければ戦争が出来ぬということ
なり。（中略）武備は資力を伴うに非ざれば如何ともする能わず。」
「国防は国力に相応する武力を整ふると同時に、国力を涵養し、一方
外交手段により戦争を避くることが、目下の時勢に於て国防の本義な
りと信ず。即ち、国防は軍人の専有物に在らすとの結論に到着す。」

（大正10年12月27日 ワシントン会議の首席全権加藤海相が、英米日5：5：3の
主力艦保有比率を受諾した経緯等について海軍次官宛に伝言したもの）
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80社会保障負担率（右軸）

租税負担率（右軸）

国防費の対税収比（左軸）

（対国民所得比：％）（対税収比：％）

各国の国防費（対税収比）と国民負担率（2015年）

（注１）NATO平均（米国除く）は、OECD非加盟国（5ヵ国）及び計数が取得できない国（3ヵ国）を除いた20か国の平均。
（注２）国防費の対税収比は、国および地方の税収の合計を使用。
（出典）OECD 「Revenue Statistics」「National Accounts」。ただし、日本の社会保障負担率および租税負担率は内閣府「国民経済計算」。

○ 国防費を対税収比で見た場合、日本は主要国と比較し遜色のない水準。
○ 他方、日本の租税負担率は国際的に見て低いところ、防衛関係費の水準を考えるにあたっては、

この点も考慮する必要があるのではないか。

（参考）「国際的に低い租税負担率の最も重要な要因は、戦後の軍事費の動向である。」（石弘光著「国家と財政：ある経済学者の追想」）
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≪平成30年度予算 主要経費の伸率≫

一般会計歳出の主要経費別内訳

３．新経済・財政再生計画の策定

（２）財政健全化目標と実現に向けた取組

全ての個別歳出分野について聖域なく見直しを行

い、経済再生と財政健全化の両立を図る。財政健全

化目標と毎年度の予算編成を結び付けるため、基盤

強化期間内に編成される予算については、以下の目

安に沿った予算編成を行う。

② 一般歳出のうち非社会保障関係費については、経

済・物価動向等を踏まえつつ、安倍内閣のこれまで

の歳出改革の取組を継続する。

経済財政運営と改革の基本方針2018
（平成30年6月15日閣議決定）

主 要 経 費 伸 率

社会保障関係費 1.5％

文教及び科学振興費 0.1％

地方交付税交付金等 ▲0.3％

防衛関係費 1.3％

うち中期防対象経費 0.8％

公共事業関係費 0.0％

経済協力費 ▲0.4％

中小企業対策費 ▲2.2％

エネルギー対策費 ▲4.7％

食料安定供給関係費 ▲2.5％ 7



次期中期防の策定に向けて

論点①： 次期中期防や防衛関係費の水準について、どのように考えるか。

論点②： 次期中期防策定に当たり、国民に対する説明責任の観点から、
改善すべき点はないか。

論点③： 調達改革の一層の強化に向けて、更に何を行うべきか。その際、
次期中期防を含め、装備品のメリハリ付けについてどのように考え
るか。
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１ この計画の実施に必要な防衛力整備の
水準に係る金額は、平成２５年度価格
でおおむね２４兆６，７００億円程度
を目途とする。

２ 本計画期間中、国の他の諸施策との調
和を図りつつ、調達改革等を通じ、一
層の効率化・合理化を徹底した防衛力
整備に努め、おおむね７，０００億円
程度の実質的な財源の確保を図り、本
計画の下で実施される各年度の予算の
編成に伴う防衛関係費は、おおむね２
３兆９，７００億円程度の枠内とする。

３ この計画については、３年後には、そ
の時点における国際情勢、情報通信技
術を始めとする技術的水準の動向、財
政事情等内外諸情勢を勘案し、必要に
応じ見直しを行う。

平成２６年度から平成３０年度までを
対象とする中期防衛力整備計画について、
「平成２６年度以降に係る防衛計画の大
綱」に従い、別紙のとおり定める。

（別紙）

Ⅰ 計画の方針

Ⅱ 基幹部隊の見直し等

Ⅲ 自衛隊の能力等に関する主要事業

Ⅳ 日米同盟の強化のための施策

Ⅴ 整備規模
Ⅲに示す装備品のうち、主要なものの

具体的整備規模は別表のとおりとする。

Ⅵ 所要経費

Ⅶ 留意事項

○ 中期防には、計画期間（５ヶ年間）における主要な装備品の具体的な整備規模とともに、中期防の下

で実施される各年度の予算編成に伴う防衛関係費（中期防対象経費）の総額が規定される。

○ 現中期防においては、各年度の予算編成を通じた歳出額の総額が記載されているが、新規後年度負担

額については記載がない。また、装備品の数量は記載されているが、その単価については明らかとなっ

ていない。

現中期防の概要等

≪現中期防（平成26～30年）の概要≫（平成25年12月17日閣議決定）※国家安全保障戦略、大綱と同日の閣議決定

注：哨戒機能を有する艦載型無人機については、上記の哨戒ヘリコプ
ター（ＳＨ－６０Ｋ）の機数の範囲内で、追加的な整備を行い得るも
のとする。

中期防の構成

区 分 種 類 整備規模

陸上自衛隊

機動戦闘車
装甲車
水陸両用車
ティルト・ローター機
輸送ヘリコプター（ＣＨ－４７ＪＡ）
地対艦誘導弾
中距離地対空誘導弾
戦車
火砲（迫撃砲を除く。）

９９両
２４両
５２両
１７機
６機

９個中隊
５個中隊
４４両
３１両

海上自衛隊

護衛艦
（イージス・システム搭載護衛艦）
潜水艦
その他
自衛艦建造計
固定翼哨戒機（Ｐ－１）
哨戒ヘリコプター（ＳＨ－６０Ｋ）
多用途ヘリコプター（艦載型）

５隻
（２隻）

５隻
５隻

１５隻
２３機
２３機
９機

航空自衛隊

新早期警戒（管制）機
戦闘機（Ｆ－３５Ａ）
戦闘機（Ｆ－１５）近代化改修
新空中給油・輸送機
輸送機（Ｃ－２）
地対空誘導弾ペトリオットの能力向上
（ＰＡＣ－３ＭＳＥ）

４機
２８機
２６機
３機

１０機
２個群及び
教育所要

共同の部隊 滞空型無人機 ３機

別表 Ⅵ 所要経費
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23,000

25,000

27,000

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31要求

（億円）

（1.9％）
18,330

（1.5％）
17,972

（▲4.7％）
17,461

（▲5.5％）
16,990

（▲2.6％）
17,002

（▲2.2％）
16,623

（1.8％）
17,303

（▲0.5％）
16,540

（6.8％）
18,476

（8.2％）
17,895

（▲6.4％）
17,299

（▲7.7％）
16,517

（25.6％）
21,733

（17.8％）
19,465

（17.9％）
25,623

（18.2％）
22,998

（▲10.7％）
22,875

（▲9.6％）
20,800

（▲6.9％）
21,299

（▲5.3％）
19,700

（▲0.6％）
21,164

（1.2％）
19,938

（18.8％）
25,141

（26.1％）
25,141

26中期防衛力整備計画期間

○ 現中期防期間中、それ以前と比較して、長期契約に基づく装備品のまとめ買いなどにより、新規後年
度負担額が大きく増加。

○ この結果、予算の硬直化を招くとともに、平準化されない形で歳出規模の増大を招きかねない状況。
防衛関係費を適切にマネジメントするためには、次期中期防においても、新規後年度負担に一定の歯止
めをかけていく必要があるのではないか。

（注１）各年度の新規後年度負担額は一般会計当初予算計上額を記載。なお、東日本大震災復興特別会計については、24年度計上額は59億円、25年度計上額は376億円、26年度計上額は80億円。
（注２）〔 〕についてはSACO・再編を除く。
（注３）特定防衛調達分（緑色）は、27年度は固定翼哨戒機Ｐ－１、28年度分は哨戒ヘリコプター（ＳＨ－60Ｋ）等、29年度分は輸送ヘリコプター（ＣＨ－47ＪＡ）、30年度はＦ110エンジン

（戦闘機Ｆ－２用）維持部品のＰＢＬを含む。

（ ）は対前年比

新規後年度負担額の推移
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26中期防計画 26年度～30年度予算
種 類 数量 単価 数量 (対計画) 平均単価 (増減) 最終単価 (増減)

陸
上
自
衛
隊

機動戦闘車 99両 4.8 87両 (▲12) 7.1 (48%) 7.6 (58%)
装甲車 24両 1.4 24両 (達成) 1.6 (12%) 1.8 (25%)
水陸両用車 52両 5.9 52両 (達成) 5.4 (▲8%) 6.3 (6%)
ティルト・ローター機 17機 60.5 17機 (達成) 74.6 (23%) 71.9 (19%)
輸送ヘリコプター(CH-47JA） 6機 55.8 6機 (達成) 66.5 (19%) 66.5 (19%)
地対艦誘導弾 9個中隊 85.2 7個中隊 (▲2) 91.3 (7%) 129.4 (52%)
中距離地対空誘導弾 5個中隊 171.9 4個中隊 (▲1) 221.1 (29%) 182.2 (6%)
戦車 44両 10.0 40両 (▲4) 11.5 (15%) 14.6 (46%)
火砲(迫撃砲を除く) 31両 9.5 31両 (達成) 10.3 (8%) 11.0 (15%)

海
上
自
衛
隊

護衛艦 3隻 509.1 3隻 (達成) 540.5 (6%) 453.8 (▲11%)
イージス・システム搭載護衛艦 2隻 1,386.0 2隻 (達成) 1,432.2 (3%) 1,416.6 (2%)
潜水艦 5隻 563.9 5隻 (達成) 639.8 (13%) 692.8 (23%)
その他 5隻 237.0 4隻 (▲1) 269.1 (14%) 196.6 (▲17%)
固定翼哨戒機(P-1) 23機 192.1 23機 (達成) 187.4 (▲2%) 186.5 (▲3%)
哨戒ヘリコプター(SH-60K) 23機 57.7 23機 (達成) 58.0 (1%) 57.0 (▲1%)
多用途ヘリコプター(艦載型) 9機 ― 0機 (▲9) ― ― ― ―

航
空
自
衛
隊

新早期警戒（管制）機 4機 512.0 4機 (達成) 177.6 (▲65%) 180.5 (▲65%)
戦闘機(F-35A) 28機 150.7 28機 (達成) 120.1 (▲20%) 98.7 (▲34%)
戦闘機(F-15)近代化改修 26機 23.4 20機 (▲6) 12.6 (▲46%) 12.6 (▲46%)
新空中給油・輸送機 3機 205.7 2機 (▲1) 180.4 (▲12%) 182.5 (▲11%)
輸送機(C-2) 10機 195.2 7機 (▲3) 206.4 (6%) 222.3 (14%)
地対空誘導弾ﾍﾟﾄﾘｵｯﾄ能力向上
(PAC-3 MSE)

2個群及び
教育所要

140.3
2個群及び
教育所要

(達成) 173.9 (24%) 173.9 (24%)

共同 滞空型無人機 3機 126.7 2機 (▲1) 112.7 (▲11%) 107.4 (▲15%)

26中期防計画単価と実績

（単位：億円）

○ 26中期防策定時の計画単価と実績を比較すると、多くの装備品において単価が上昇。次期中期防にお

いては、国民に対する説明責任の観点からも、計画単価を明示した上で、ライフサイクルを通じたプロ

ジェクト管理等を通じてこれを遵守するとともに、企業側のコスト削減努力を促し価格低減を図ってい

くべきではないか。

○ その際、単価が上昇する場合は、優先順位に従った調達数量のスクラップ＆ビルドを徹底するべきで

はないか。

11※為替の影響額を除く。
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調達改革の一層の強化に向けて
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大
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略
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部

長
官
官
房

プ
ロ
ジ
ェ
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ト
管
理
部

調
達
事
業
部

各幕僚監部

人
事
教
育
部

運
用
支
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・
訓
練
部

防
衛
部

装
備
計
画
部

監
理
部

指
揮
通
信
シ
ス
テ
ム
・

情
報
部

衛
生
部

自衛隊の部隊 補給本部

※陸上幕僚監部の例

● 装備品の選定・調達にあたっては、統合運用の観点を
踏まえ、優先順位を明確化するべき。

● 装備品に必要な性能の具体化・明確化を徹底し、企業
提案の内容について、要不要を峻別すべき。その際、防
衛計画部門と調達・補給部門が連携し、ライフサイクル
コストの観点から最適な仕様・数量とすべき。

● 装備品の稼働率向上を図るうえで、最も費用対効果が
高くなるように、部品の調達や改修を行うべき。

● プロジェクト管理対象装備品の対象を拡大するほか、
データに基づくコスト管理の質の向上を図るべき。

● 量産段階の装備品については価格逓減を前提に適切に
予定価格を算定するよう、予定価格訓令を見直すべき。

● 量産段階の契約でも原価監査を行うなど、原価監査の
対象を拡大するべき。

● 「装備品調達のプロ」の育成や外部人材の活用を行う
べき。

● 次期中期防衛力整備計画は、各装備品のライフサイクルコスト等
を踏まえた合理的な単価に基づいて策定するとともに、単価が上昇
した場合には各装備品間の優先順位を付けて調達することとすべき。

● 情報システム分野は特注が一般的で、市場価格が存在。原価計算
方式をやめ、適切な価格水準で調達すべき。

● 特定企業による一者応札などが続くシステム調達等
について、独立した立場から厳しくチェックすべき。
このため、防衛監察本部の技術的知見を抜本的に高

めるべき。
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○ 調達改革は、防衛装備庁はもとより、防衛省の各部局が一丸となって進めていくことが不可欠。

○ 内部部局、各幕僚監部、防衛監察本部等においても、装備品の優先順位の明確化、個々の装備品に盛り込む性能の

精査、監察の強化などにより、調達の一層の効率化・合理化を実現することが必要。

○ 平成29・30年度においては、これまでの調達改革の取組に加え原価の精査などの新たな取組により、年2,000億円

程度の合理化効果を出しており、次期中期防衛力整備計画期間においては、この水準は達成したうえで、更なる上乗

せを目指すべきではないか。



原価低減の取組について（トヨタ自動車㈱の例）

（前略）
「私は、昨年のこの場で、2期連続の営業減益の見通しを発表した際に、『連敗は絶対にいけない』と申し上げました。

『高コスト体質』という課題が顕在化した訳ですから、『なぜなぜ』を繰り返して、真因を追求し、対策を講じ、改善を続け
ていけば、必ず前に進むことができると思うのです。
トヨタの真骨頂は『トヨタ生産方式、TPS』と『原価低減』です。TPSの基本の１つに『原価主義より原価低減』ということ

があります。『原価に適正利潤を上乗せして販売価格を決める』のではなく、『販売価格は、市場すなわちお客様が決める』
という大前提のもと、『我々にできることは原価を下げることだけだ』という考え方です。

『原価』を見ることは『行動』を見ることです。一人ひとりが『原価意識』と『相場観』をもって、日常の行動の中にある
『ムダ』を徹底的に排除する。かつては、当たり前であったことが、いつのまにか『当たり前でなくなっていた』と気づくこ
とからのスタートでした。
あらゆる職場で、『固定費の抜本的な見直し』を掲げ、日々の業務から、大きなイベント、プロジェクトに至るまで、一つ

ひとつの費用を精査し、自分たちの行動の『何がムダか』を考え、地道な原価低減に徹底的に取り組みはじめました。」

（中略）
「『連敗だけは絶対にしない』という強い決意のもと、トヨタに関わるすべての人が、全員参加で、地道に、泥臭く、徹底

的に原価低減活動を積み重ねた結果が決算数値にも少しずつ表れ始めてきたのではないかと思っております。」

（後略）

トヨタ自動車株式会社 2018年3月期決算発表 豊田社長挨拶（抜粋）
（2018年5月9日）

2017年度営業利益 2兆3,998億円

増減要因のうち原価改善の努力＋1,650億円

○ トヨタ自動車株式会社は、1937年の創業以来、徹底的な原価低減を継続することで、高い生産性を
実現している。

○ 製造原価に利益を積み上げる原価計算方式を採用している防衛装備品の調達にあっては、構造上、
企業側に原価低減を行うインセンティブがない以上、防衛省は一人ひとりの職員がムダの削減を徹底
的に行う体制となるよう、組織の総力を挙げて取り組むべきではないか。
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具体的には、防衛装備庁を設置いたしまして、装備品の構想段階から研究開発、取得、維持整備といったライフサイクルを通じて、コ

ストも含めたプロジェクトの一元的かつ一貫した管理を実施するとしておりまして、現在、関連法案をこの国会に提出をしております。

また、適正な調達価格を独自に算定するために、コスト情報のデータベース化、また、これらの数値を用いた統計的な分析によるコスト

を推定評価する手法の確立等を実施いたします。

これらに加えまして、防衛装備庁に教育部門を設置し、装備品の取得業務に係る専門的な知識、技能、経験が必要とされる人材の積極的

な育成を行うようなことを考えております。

防衛装備庁の設置経緯

装備取得業務を一層公正・効率的かつ最適化された形で行い得るよう、次の措置を講ずる。

（ア）装備品等の整備事業について、当該事業を総括し、事業の進捗に一貫して責任を有するプロジェクト・マネージャー（PM）を長とす

る組織横断的な統合プロジェクトチーム（IPT）の設置を増やし、装備品等の研究開発を含む取得から廃棄までのライフサイクルを通

じたプロジェクト管理を強化する。〔平成26年度～〕

（イ）上記のライフサイクルを通じたプロジェクト管理について、組織的にも適切に実施でき、また、防衛力整備の全体最適化や防衛生

産・技術基盤の維持・強化にも寄与するよう、内部部局、各幕僚監部、技術研究本部及び装備施設本部の装備取得関連部門を今後の検

討に応じ統合し、「防衛装備庁」（仮称）の設置も視野に入れた組織改編を行う。その際には、調達の更なる公正性を期するため監査

機能の強化についても検討する。〔中期〕

③

①

②

○ 防衛装備庁は、内部部局や各幕僚監部などの装備取得関連部門の統合により、ライフサイクルを通じ

たプロジェクト管理や調達改革を実現することを主要な目的として平成27年10月に設置された。

○ 防衛装備庁においては、調達コストを抑制していくための取組として、①ライフサイクルを通じたプ

ロジェクトの一元的な管理、②コスト情報のデータベース化及び統計的な分析によるコスト評価手法の

確立、③人材の積極的な育成などを行うこととされている。

「防衛省改革の方向性」（平成25年8月30日 防衛省）

（衆）安全保障委員会 中谷防衛大臣答弁（平成27年4月16日） ※防衛省設置法改正案提出当時の国会での答弁
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防衛装備庁設置後の取組状況（①ライフサイクルコスト、②コストデータベース）

① ライフサイクルを通じたプロジェクトの一元的な管理

○ ライフサイクルコスト（以下「LCC」）が当初計画以下となるようプロジェクト管理を行うことが基本であると

考えられるが、LCCによるコスト管理を行っている装備品15品目のうち、半数以上がコスト増となっている。プ

ロジェクト管理を適切に行うよう、管理の在り方について不断に見直しを行うべきではないか。

○ 中期防衛力整備計画に盛り込むような主要装備品について、適切にプロジェクト管理をするために、管理対象

装備品の拡大を図っていくべきではないか。

② コスト情報のデータベース化及び統計的な分析によるコスト評価手法の確立

平成26年度からシステム整備（合計３億円）を進めてきているにも関わらず、未だにコストの算定や評価に活用

できる状態になっていない。データに基づくコスト管理の取組は、掛け声倒れとなっているのではないか。

品目数
国内開発

FMS、国際

共同開発

現行基準よりコスト
が増加した装備品
（現行基準比）

１０品目

（104.1％）

７品目

（102.4％）

３品目

（108.1％）

現行基準よりコスト
が減少した装備品
（現行基準比）

５品目

（97.7％）

３品目

（99.6％）

２品目

（95.0％）

LCCを算定している装備品の平均量産単価の状況 コストデータベースに関する予算執行調査結果の概要（平成30年７月）

調査結果 今後の改善点・検討の方向性

平成28年度の契約件数は約6,800件、契約金額

は約1.8兆円であるが、データベースへの登録対

象は約2,200件、約1.1兆円 （計算価格が1千万円

未満は対象外）となっており、登録が完了した

データはそれぞれ約1,000件、6,500億円であった。

また、登録されたデータは、航空機や艦船など

装備品の種類毎で区分しているが、直接材料費や

加工費等の金額を入力しているだけであった。

（注）装備品ごとに「直接材料費」等の総額を入力するの

みであり、個別の資材価格などは入力されていない。

コストデータベースには金額基準を設

けるものではないことから、登録対象を

見直すとともに、データ入力についても

早急に実施すべき。

また、直接材料費や加工費等の金額だ

けでなく、部品費や材料費の項目を細分

化し、市場価格や企業が調達している資

材価格もデータベース化することにより、

LCCや計算価格算定の精度向上を図るべき。

（出典）取得プログラムの分析及び評価（平成30年 防衛装備庁）

（※１）平均量産単価＝量産配備段階の経費／調達予定数量

（※２）現行基準比は、各装備品の平均量産単価の現行基準
見積りと年度見積りの比率を単純平均した値
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○ 会計検査院の意見（平成30年10月）

ア 製造原価の取得方法やコストデータの分析手法について、組織として問題を共有して対応を検討できる体制を整備した上で、コストデータの分析に適し

た製造原価を取得するための方策について民間企業等と調整して、コストデータの具体的な分析手法を十分に検討すること

イ アを踏まえて、入力したコストデータの比較や分析を行って見積資料等の妥当性の検証等を行うことによりＣＤＢシステムの有用性の検証等が可能とな

るシステムの在り方について検討し、ＣＤＢシステムの仕様の見直しについても検討すること、また、製造原価の取得の機会を十分に確保するために、原

価調査を積極的に行う体制を整備すること



防衛装備庁設置後の取組状況（③人材の積極的な育成）

名称 実施期間 内容 実地研修

取得マネジメント研修
（初級、中級、上級、実践）

初級：６日、中級：４日
上級、実践：３日

プロジェクトの推進や取得に関する知識の習得
（講義、ケーススタディー、ワークショップ）

―

調達研修
（初任、初級、中級）

初任：２～３週間
初級：１～２か月
中級：３週間

・調達関連業務の遂行に必要な基本的な知識（調達一般、契約管理、
原価計算等）の付与

・調達・会計業務に従事するうえでの問題解決能力の向上

初級、中級：
民間企業等
（１日）

工数審査能力取得のための研修
（その１、その２）

その１：４日
その２：４日

企業の見積や実績工数のみに拠らない予定価格を算定するために必要
な工数審査能力の習得

―

JIS Q9100研修
（前期・後期）

前期：３日
後期：３日

JIS Q9100規格（航空宇宙・防衛産業に特化した品質マネジメントの
規格）の要求事項の解釈や内部監査の手法の習得

―

FMSに関する委託教育 ３週間
米国安全保障協力研究所（陸軍機関）において有償援助調達に関する
専門課程を受講

実習
（２週間程度）

大学院留学研修 修士：最大２年、博士：最大３年 装備品取得に係る課題の解決に関する高度なマネジメント能力の習得 ―

米・国防取得大学研修 ２～３年
PBL課程：ライフサイクル・ロジスティクス関連課程の受講
LCC課程：プログラム・マネジメント関連課程の受講

―

○ 防衛装備庁が実施している研修は座学が中心となっており、実地研修を盛り込んだ研修であっても、原価の精査と
いった調達改革に直結するような実践的なものとはなっていない。また、こうした研修を受講しておらず、調達実務の
経験も乏しい職員がプロジェクトマネージャーとなっているケースも見受けられる。

○ 国防総省契約監査局などの海外機関への長期の派遣や民間企業での実地研修に特化した専門的研修など、実践重視の
研修を実施したり、調達実務経験を有する職員をプロジェクトマネージャーとするなど、「装備品調達のプロ」を育成
していくべきではないか。

○ コスト管理に精通した民間出身者、公認会計士、米軍の専門家など、外部人材の活用も検討すべきではないか。

防衛装備庁における調達効率化のための主な研修

プロジェクトマネージャーの研修受講や調達実務経験の有無（平成30年10月現在）

総数
研修受講経験者

（取得マネジメント研修など）
調達実務経験者

資格保有者
（MOST法等）

いずれも該当せず

１５人 ６人 ６人 ３人 ６人

※ MOST法：作業ごとに標準時間を設定する経営管理手法 17



防・民合算した加工費

民需の減少を防衛装備品の単価上昇で賄う構造の是正（予定価格訓令の見直し）

○ 特注品である防衛装備品は、適正価格を算定するため、予定価格訓令において原価計算方式（直材費や加工費等に一般管理・

販売費や利潤等を掛け合わせる方式）を採用。実務上、契約額は原価計算方式による価格（及びそれに基づく予算額）に強く影響

されているが、そもそもこの価格は官側の見積もりに過ぎず、必ずしもこの額で契約しなければならないものではない。

○ また、加工費は、必ずしも防衛装備品の製造に要した費用のみで算定されるわけではなく、企業判断により防需と民需を合算し

た「加工費レート」によって算定されているケースがあるが、こうした扱いは適当か。

※「加工費レート」とは、防需・民需の期間費用（減価償却費など）を、防需・民需の期間工数で除したものをいう。

○ 防需にあっては、必要な設備投資は官が初度費として支払っているほか、少量生産でもあるため、期間費用は小さく、期間工数

は大きくなる傾向。他方、民需にあっては、大量生産のための機械化と相まって、期間費用は大きく、期間工数は小さくなる傾向。

その結果、期間費用の負担が防需に偏りがちとなり、民需の設備投資を防需が実質的に負担する構造となっているのではないか。

※ 例えば、Ｘ社は課ごとに加工費レートを設定しており、防需と民需が切り分けられるケースが多い一方、Ｙ社は工場単位でレートを管理しており、防需
と民需を合算。工場単位でのレート算定の場合、他の工場との民需の割り振り方を調整してレートを高く設定する操作も可能となるのではないか。

○ 国内製造業の空洞化が叫ばれて久しい中、民需の減少を防衛装備品の単価の上昇で賄う構造は不健全であり、納税者への説

明責任や調達改革の観点から、現行制度の功罪を検証したうえで、とりわけ量産段階の装備品については価格逓減を前提に適切

に契約額を決定できるよう、予定価格訓令及びその運用を見直すべきではないか。

100 101 101
104

110

118

125

90

100

110

120

130

Ｙ社の例（防需・民需を合算）

加工費レートの推移
（23年度＝100）

※防衛省資料に基づき作成 18

防衛装備品の加工費

防衛装備品に係るＧＣＩＰ
GC:一般管理・販売費
I :調達資金に係る利子
P :適正利潤

防衛装備品の
直材費・直接経費

防・民合算したＧＣＩＰ

イメージ 実態

原価計算方式のイメージと実態

工数（防）

工数
（防）

×

加工費レート

工数（民）

費用（防） 費用（民）＋

＋

防衛装備品の
直材費・直接経費



主要国防衛生産企業の統合状況

米国 欧州 日本
＜航空機＞ ＜航空機＞ ＜航空機＞

ボーイング

マクドネル・ダグラス ボーイング

・ロックウェル、ヒューズ（衛星） 等

【６社集約】

ロッキード

マーチン・マリエッタ

ロッキード・
マーチン

・ジェネラル・ダイナ ミックス（戦闘機）、ロラール 等

【１４社集約】

ノースロップ

グラマン

ノースロップ・
グラマン

・ウェスティングハウス（防衛、電子）、リットン 等

【１２社集約】

レイセオン

ビーチ

レイセオン

・テキサス・インスツルメント（防衛）、
ヒューズ（防衛）、ＢＡｅ（ジェット・ビジネス事業）

ＢＡｅ（英）

サーブ

ＢＡｅシステムズ

・その他機器メーカー 等

【２５社集約】
三菱重工業 三菱重工業

マルコーニ

アエロスバシアル
（仏）

マトラ（仏）

ダッソー（仏）

ＤＡＳＡ（独）

ＣＡＳＡ（西）

エ
ア
バ
ス エアバス

【５社集約】

民生分野も担当する企業

レオナルド
（旧フィンメカニカ）

アレニア（伊）

アグスタ（伊）

ウエストランド（英）

川崎重工業 川崎重工業

富士重工業 ＳＵＢＡＲＵ

＜艦艇＞

三菱重工業 三菱重工業

ＩＨＩ
ＩＨ
ＩＭ
Ｕ住友重機械

工業

三井造船
三井Ｅ＆Ｓ

造船

日立造船 ユニ
バー
サル
造船日本鋼管

川崎重工業 川崎重工業

経済産業研究所
セミナー資料を元に作成

ＪＭＵ
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2012年2月に、国防省は「技術を通じた国家安全保障」（National Security through Technology）と題する白書を公表した。
白書では、装備品の Value for Money が強調されている。防衛産業の利益よりも、軍の要求を満たす方が重要である。Value for Money

を達成するために、世界および国内の市場で、オープンな競争により装備品の調達を行う。（中略）
キャメロン政権のもとでの防衛産業政策は、タフ・ラブ（Tough Love）という「愛の鞭」的な新しい概念に基づいている。（中略）
「鞭」とされる点としては、まず、現実的な新しい装備品計画を策定する。セクターごとの戦略がないため防衛産業には厳しいが、Value

for Money を実現する際にも、これまでの長期間のパートナリングは残っている。
防衛産業は、競争力の向上とともに合理化が求められる。国防省の契約の40％が随意契約であったが、競争がない中で防衛産業が利益を上

げ過ぎることがないように、価格の正当な評価をするための法律を策定しようとしている。さらに、既存の製品の活用がより求められるよう
になる。一方、「愛」とされる点は、国防予算の1.2％を研究開発に投資すること、中小企業を支援すること、輸出を促進することの3点であ
る。 （出典）一般社団法人 日本経団連防衛生産委員会「イタリアおよびイギリスの防衛産業政策に関する調査ミッション報告」(2013年5月14日)

（参考1） 2014年5月に Defense Reform Act 2014 が制定され、競争性のない契約を締結する際の監督体制の整備などがなされた。
（参考2） Value for Money の考え方は、メイ政権の下で2017年12月に公表された “ Industry for Defense and a Prosperous Britain

Refreshing Defense Indutrial Policy ” においても明記されている。
（参考3） 日本の防衛関係費に占める研究開発費の割合は2.0％（平成30年度当初予算）。

米国の防衛産業の再編（“Last Supper”）と英国の防衛産業政策（“愛の鞭”）

英・キャメロン政権下での防衛産業政策（「愛の鞭」）

Last Supper（最後の晩餐）

1993年春Aspin国防長官は、Perry国防次官と共に米国航空・防衛産業の大手企業15社の最高責任者（Boeing、McDonnell Douglas、
Lockheed、Martin Marietta等）を国防省の夕食会に招待した。この夕食会は、その“Last Supper（最後の晩餐）”と名づけられ、米国航
空・防衛産業界の大再編成の契機になったイベントとして語り伝えられている。
この夕食会では、主にPerry次官が発言し、（中略）
● 国防省は、今後、レーガン大統領の軍備拡張策で支えてきた業界の過大な能力を保持するつもりはない。（中略）
● これに対応する業界の再編成は業界自らの手でやるべきであり、国防省は一切関与しない。

という晴天の霹靂とも云える見解を述べて、米国航空・防衛産業は1986年以来の業界再編成を一段と加速すべきである、との立場を明確にし
た。（中略）
この国防省の立場を深刻に受け止めた業界首脳は、自らの企業の生存は企業間の統合以外にはないと認識し、適切な統合相手を求めて活発

な動きを行った。（中略）これらの買収・合併・統合の結果、米国にLockheed Martin、Boeing、Raytheon、Northrop Grummanという４大防衛
企業が生まれた。（中略）
“最後の晩餐”で示された国防省の業界再編成への強い姿勢の真の動機は、業界の再編成により無駄や遊休資産を排除し、効率の高い航

空・防衛産業を作り出し、国防省の調達コストを軽減することにあった。1980年代後半以来Procurement Reform（調達改革）により契約面で
の業界締め付けを行い、業界の自主的な効率化、即ち再編成を期待していた国防省が遅々として進まない業界再編成に痺れを切らし、その意
図を明確にしたのが“最後の晩餐”であったと考えられる。 （出典）公益財団法人 航空機国際共同開発促進基金 解説概要15-3-1
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三菱重工（以下、ＭＨＩとする）は３月、経済産業省に、世界の航空機産業の変化、特に発展途上国における競合他社

の勃興は、日本が応えなければならない緊急命題となっていると述べた。また、航空機製造部門は「日本のエアバス」と

呼ばれるものに再編すべきだ、と提唱した。（中略）

大宮会長いわく、航空機製造業の併合は、例えば技術的な作業の統合や二重の設備投資の削減、技術や販路の共有など

により、コスト削減につながるだろう。特に、もし統合の結果がコンソーシアムではなく、合併であれば、管理コストも

削減されるかもしれない。（中略）

スバルは、ＭＨＩの提案に対してコメントすることを拒否した。川崎重工は、Aviation Week誌の質問には回答しな

かった。

経済産業省も同様の考えである。同省は４月に、Aviation Week誌の質問に対し、「日本の航空機産業は、国際市場で

の存在感を高めることを狙っている。次世代航空機製造へ参画していくためには、日本の航空産業各社はそれぞれ強みを

結集すべきであり、また既存の機体製造会社に限定されるべきでない。」と答えた。（後略）

防衛省策定の防衛生産・技術基盤戦略と民間企業による業界統合への動き

三菱重工 業界統合への後押しを継続（平成30年8月15日 Aviation Week記事（仮訳））

防衛生産・技術基盤戦略（平成26年6月（防衛省策定））

５．防衛生産・技術基盤の維持・強化のための諸施策

（４）防衛産業組織に関する取組

我が国の防衛産業組織の特徴としては、欧米のような巨大な防衛専業企業は存在せず、また、企業の中での防衛事業

のシェアは総じて低く、企業の経営トップへの影響力は一般的に少ない状況にあり、欧米諸国と比べて、企業の再編も

進んでいない。他方で、企業によっては収益性・成長性等の観点から防衛事業から撤退しているところもあり、防衛生

産・技術基盤のサプライチェーンの維持の観点からの問題が懸念されている状況となっている。そのような状況下にお

いて、企業の経営トップが、防衛事業の重要性・意義を理解することを促進し、また、企業にとっては、他社と相互に

補完し合うことによる国際競争力の強化、防衛省にとっては調達の効率化・安定化という観点から事業連携、部門統合

等の産業組織再編・連携（アライアンス）は有効な手段であるところ、その防衛産業組織の在り方について、今後検討

していく必要がある。
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・ JROCでは、提案プロジェクトにつき、能力不要、能力削減、
配備スケジュール見直し、追加調査などの見直しが一定程度行
われている。

・ 他方、分析手法に改善の余地があり、例えば、優先度の高い
統合能力と軍種固有能力の峻別、過剰能力の削減による節減、
延命により現有プログラムを延長した場合と提案プログラムの
コスト比較などを見れば、活用できるリソースとバランスの取
れた要求となっているか審査する上で有益。

例えば、2000年代初頭、陸軍が開発していた自走砲クルセー
ダーについて、冷戦時代の欧州に配備すれば効果的も、陸上目標
の攻撃効果の観点で見た場合、大重量（40t以上）の自走砲より、
戦闘爆撃機と誘導ミサイルの組み合わせの方が展開速度や効果に
優れており、地域紛争等に介入しなければならない冷戦後の米軍
には後者の方が適切であると判断され、開発中止に追い込まれた
とされる。

・ 米軍では、冷戦後の不確実性の高まる状況に対応するため、装備品調達においても、戦略構想に基づき様々な脅威に対処可能な統合
作戦能力（capability）を定義し、装備品の要求性能や必要数量をトップダウンで決定する能力ベースのアプローチ（Joint 
Capabilities Integration and Development System: JCIDS）を2003年に導入。

・ JCIDSの主要目的は、各コマンド・軍種からの統合作戦能力の要求につき、識別・評価・立証した上で、優先順位付けを行うこととさ
れている。特に、作戦能力のポートフォリオマネジメントを通じ、軍全体の作戦能力要求の管理と優先順位付けが最も重要な目的と位
置付けられている。

・ JCIDSの運用は統合参謀本部を中心に行われており、統合参謀本部副議長と各参謀本部次長で構成される統合要求監査評議会（Joint 
Requirements Oversight Council：JROC）が親組織となり、実務を担う下部委員会と各種作業部会で構成されている。

・ 装備品調達においては、こうしたJCIDSのプロセスを経た上で、その後の予算・調達プロセスにつながることになるが、状況変化によ
るプロジェクトの修正・中止等も見据え、これらのプロセスは循環的なものとされている。

装備品の優先順位付け（戦略的な視点）

米軍の取組（JCIDS）

米国会計検査院（GAO）の評価（2012年）JCIDSに期待される成果

○ 米軍では、国家安全保障戦略（NSS）や国家防衛戦略（NDS）などの戦略体系に基づき、必要とされ
る統合作戦能力を定義し、軍全体の作戦能力・装備品要求を管理するとともにその優先順位付けを行
う軍種横断的なシステム（JCIDS）が存在。

○ 我が国においても、陸海空の各幕が要求を積上げるのではなく、島嶼防衛や弾道ミサイル防衛の観
点から、統合運用の観点を踏まえ装備品の優先順位を明確化し、必要性が認められても優先順位が低
いものについては、調達時期の先送りなど適確なメリハリ付けを行っていくべきではないか。

（出典）米国国防調達大学ウェブサイト、GAO議会報告（2012年2月）、東義孝「米国の防衛改革の構造と展望」（2009年3月：防衛研究所紀要掲載） 22



（出典） 取得プログラムの分析及び評価（平成30年 防衛装備庁）、米空軍HP、

SELECTED ACQUISITION REPORT（2009年、2017年 米国防総省）、

Fixed Wing and Helicopter Reimbursement Rates（2018年 米国防総省）、
（※１） 最大貨物重量搭載時 （※２） 燃料及び修理費の所要額に飛行予定時間を除して算出

（※３） 上記表の算定基準の細部については、日本と米国で異なる可能性がある

（※４） 為替レートは、112円／ドル（30年度支出官レート）を使用

C-2 C-130J C-17

貨物室床面積 約 63㎡ 約 39㎡ 約 147㎡

航続距離 （※１）

（最大貨物重量）
約 4,500km
（約 36t）

約 3,300km
（約 15t）

約 4,400km
（約 75t）

ライフサイクルコスト
（取得（予定）機数）

19,052億円
（約30機）

15,942億円
（170機）

77,919億円
（223機）

１機あたりLCC 約 635億円 約 94億円 約 349億円

１機あたり機体単価 約 208億円 約 85億円 約 227億円

１機１時間あたり
運用・維持管理コスト

（※２）

約 2,740千円 約 618千円 約1,509千円

・ 小型無人偵察機であるRQ-11レイブンは、2003年から米軍が本格導入

し、英国、オーストラリア等においても導入。これまで2万機以上が生

産されており、世界で最も生産されているUAVと言われている。

・ RQ-11は、翼幅1.4m、重量1.9kgの小型固定翼機で、手投げ方式で離

陸。昼夜兼用で低高度における近距離偵察に活用。

・ 価格は機体本体で3.5万ドル、地上管制装置、スペアパーツ等を含め
た全体で25万ドル。（米軍は3機×1地上管制装置で運用）

【主要諸元】
・ペイロード：カラービデオ及び赤外線カメラ
・航続距離 ：10km
・飛行時間 ：60～90分
・速 度 ：32～81km/h
・高 度 ：対地高度30～152m
・飛行方法 ：マニュアル飛行及びGPS誘導

による完全自律飛行

（出典）米軍、AeroVironment社ウェブサイト等

装備品の優先順位付け（コストパフォーマンスの視点）

ドローンを活用した偵察 単位当たり輸送費

○ 特定の作戦能力が必要とされても、装備品の調達においては、コストパフォーマンスの観点からの
検討が不可欠。

○ 例えば、陸上偵察においては安価な小型無人偵察機（ドローン）が主要国の軍隊で普及しており、
旧来装備品中心の我が国においてもその活用を図っていくべきではないか。

○ また、装備品のコストパフォーマンスを的確に把握するため、ライフサイクルコストのみならず、
他の基準を用いた分析も行うべきではないか。例えば、米国防総省の取組のように航空機を飛行時間１
時間当たりのコストで比較することで、より費用対効果の高い装備品調達を行うべきではないか。

（参考）陸上自衛隊の主な偵察用装備と単価
装備品 単価 契約年度

偵察用オートバイ 1.1百万円 28年度
87式偵察警戒車 3.1億円 25年度
ＯＨ－１ 13.4億円 22年度
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次期中期防の策定に向けた論点の整理

≪論点①：次期中期防や防衛関係費の水準≫
○ 実効的な防衛力の整備は、国民の確かな信頼と理解の下、健全かつ持続可能な財政を含めた総合

的な国力を背景として初めて可能となるもの。次期中期防においても、社会保障など他の主要経費
とのバランスを図りつつ、財政の持続可能性を踏まえた合理的な水準とする必要があるのではないか。

≪論点②：次期中期防策定に当たり、改善すべき点≫
○ 近年、新規後年度負担が増加しており、予算の硬直化を招くとともに、平準化されない形で歳出規
模の増大を招きかねない状況。防衛関係費を適切にマネジメントするためには、次期中期防において
も、新規後年度負担に一定の歯止めをかけていく必要があるのではないか。

○ 中期防別表において、国民に対する説明責任の観点から、計画単価を明示した上で、ライフサイク
ルを通じたプロジェクト管理等を通じてこれを遵守するとともに、企業側のコスト削減努力を促し価
格低減を図っていくべきではないか。その際、単価が上昇する場合は、優先順位に従った調達数量の
スクラップ＆ビルドを徹底するべきではないか。

≪論点③：調達改革の一層の強化≫
○ 調達改革は、一時の取組ではなく、民間企業同様、永続的に取り組んでいくべき重要な課題。次期
中期防においても、装備庁の能力・体制の更なる強化や防衛産業の再編などを通じて一層の効率化・
合理化を図り、現中期防における達成額（7,700億円程度）を大きく上回る努力を行うことが求められ
るのではないか。

○ 装備品について、島嶼防衛や弾道ミサイル防衛を重視する観点から、必要性が認められても優先順
位が低いものについては、調達時期の先送りなど適確なメリハリ付けを行っていくべきではないか。
特に、宇宙、サイバー、電磁波といった新たな領域において能力強化を図るのであれば、既存の装備
体系の徹底した合理化・効率化が不可欠ではないか。 25



１．３１年度防衛関係費（概算要求）

２．論点①、②関連

３．論点③関連

26

≪参考資料≫



１．３１年度防衛関係費（概算要求）

２．論点①、②関連

３．論点③関連

27

≪参考資料≫



【 歳出予算（三分類）】 （単位︓億円）

（単位︓億円）【 新規後年度負担 】

平 成 ３ ０ 年 度
予 算 額

平 成 ３ １ 年 度
概 算 要 求 額対前年度増△減額 対前年度増△減額

防衛関係費 ４９，３８８
（５１，９１１）

３９２[０．８]
（６６０[１．３]）

５２，９２６
（５２，９８６）

３，５３８[７．２]
（１，０７５[２．１]）

⼈件・糧⾷費 ２１，８５０ １８７[０．９] ２１，９０８ ５９[０．３]

物件費 ２７，５３８
（３０，０６１）

２０５[０．７]
（４７２[１．６]）

３１，０１７
（３１，０７８）

３，４７９[１２．６]
（１，０１７[３．４]）

歳出化経費 １７，５９０
（１８，８９８）

２２６[１．３]
（１３１[０．７]）

２０，６４７
（２０，７０８）

３，０５７[１７．４]
（１，８０９[９．６]）

⼀般物件費
※活動経費

９，９４９
（１１，１６３）

△２１[△０．２]
（３４１[３．２]）

１０，３７０
（１０，３７０）

４２２[４．２]
（△７９３[△７．１]）

平 成 ３ ０ 年 度
予 算 額

平 成 ３ １ 年 度
概 算 要 求 額対前年度増△減額 対前年度増△減額

合 計 １９，９３８
（２１，１６４）

２３８[１．２]
（△１３５[△０．６]）

２５，１４１
（２５，１４１）

５，２０３[２６．１]
（３，９７７[１８．８]）

従 来 分 １９，６６６ ５１９[２．７] ２５，１０９ ５，４４３[２７．７]

⻑期契約 ２７２ △２８１[△５０．８] ３２ △２４０[△８８．１]

（説明）

（説明）

１．[ ]は対前年度伸率（％）である。
２．計数については、四捨五⼊によっているので計と符合しないことがある（以下同じ）。
３．上段はSACO関係経費、⽶軍再編関係経費のうち地元負担軽減分及び新たな政府専⽤機導⼊に伴う経費を除いたもの、

下段（ ）内は含んだものである。※平成３１年度概算要求においては、SACO関係経費、⽶軍再編関係経費のうち地元負担軽減に伴う経費は事項要求として
いるため、新たな政府専⽤機導⼊に伴う経費のみを含んだものである。

４．平成３１年度の為替レートは、1ドル＝１１０円である。

１．[ ]は対前年度伸率（％）である。
２．上段はSACO関係経費、⽶軍再編関係経費のうち地元負担軽減分及び新たな政府専⽤機導⼊に伴う経費を除いたもの、

下段（ ）内は含んだものである。※平成３１年度概算要求においては、SACO関係経費、⽶軍再編関係経費のうち地元負担軽減に伴う経費は事項要求としている。
３．⻑期契約の内訳 平成３０年度︓F110エンジン（戦闘機（F-2）⽤）維持部品のPBL

平成３１年度︓PAC-3ミサイル⽤部品の包括契約

31年度防衛関係費（概算要求）について
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○ 本年中に策定予定の新たな防衛大綱及び次期中期防策定の初年度として、宇宙・サイバー・
電磁波といった新たな領域を含め領域横断的に統合運用を実現し得る能力を構築するとともに、
人的基盤や技術基盤の変化等を踏まえ防衛力を強化。

○ 新領域の能力強化

□ 宇宙を利用したＣ４ＩＳＲ(※)の機能強化のための
調査研究（１．８億円）
・ 宇宙空間の安定的利用を確保するため、人工衛星の脆弱性とその対策や宇宙領
域での電磁波監視態勢の在り方などを調査研究を実施

※ Ｃ４ＩＳＲ：Command(指揮),Control(統制),Communication(通信),Computer(コンピュータ),
Intelligence(情報),Surveillance(監視),Reconnaissance(偵察)

（宇宙領域）

□ 宇宙設置型の光学望遠鏡を含むＳＳＡ能力向上の
調査研究（０．３億円）

・ 静止衛星軌道上にある我が国の衛星等の周辺を飛しょうするデブリや不明物体の
特性を把握するための宇宙設置型の光学望遠鏡を含めＳＳＡシステムの能力向上
に関する動向調査研究を実施

□ 宇宙状況監視（ＳＳＡ）※システムの整備（２６８億円）

・ 米軍及びＪＡＸＡ等の国内関係機関と連携し、宇宙状況監視の実運用を
担うため、Deep Space (※)監視用レーダー及び運用システムを整備

※ ＳＳＡ：Ｓｐａｃｅ Ｓｉｔｕａｔｉｏｎａｌ Ａｗａｒｅｎｅｓｓ
※ Deep Space：高度約5,800kmを境界として、地球から遠い側

宇宙監視システムとその運用（イメージ）

宇宙空間の安定的利用への脅威
（イメージ）

31年度防衛関係費（概算要求）の主な事業について①
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□ 統合的な電磁波管理の最適化のための調査研究（０．２億円）
・ 領域横断的な統合運用に寄与するため、電磁波の有効活用に資する各自衛隊の

情報共有等について、技術的観点から調査研究を実施

（サイバー領域）

（電磁波領域）

ＪＡＤＧＥの能力向上（イメージ）

□ 効率的な電子戦企画機能の体制強化

・ 防衛省・自衛隊における効果的・効率的な電磁波の利用に係る企画立案及び他省庁との
調整機能を強化するため、内局に専門部署を新設

・ 電磁波領域における統合運用に係る企画立案機能を整備するため、統幕に専門部署を
新設

□ サイバー情報収集装置の整備（３８億円）
・ 防衛省・自衛隊に対するサイバー攻撃手法に関する情報収集を行うため、サイバー情報

収集装置を整備

□ サイバー防衛隊の充実・強化

・ サイバー攻撃への初動・高度対処に係る体制及び実戦的なサイバー攻撃対処訓練に係る
体制等の強化として、 サイバー防衛隊を約１５０名から約２２０名へ増員

□ サイバー攻撃対処に係る部外力の活用（２４億円）

・ サイバー攻撃対処に関する高度な専門的知見を必要とする業務について、部外力を活用

サイバー情報収集装置の整備（イメージ）

・ 周辺諸国の航空戦力の強化に対応するため、能力の高い新たな電子戦装置を搭載する
などの改修を実施 ※事業全体の詳細については、次ページ参照

□ 戦闘機（Ｆ－１５）の電子戦能力の向上

□ 自動警戒管制システム（ＪＡＤＧＥ）の電子戦情報の共有・処理能力の
向上（２９億円）

戦闘機（Ｆ－１５）の電子戦能力の向上

31年度防衛関係費（概算要求）の主な事業について②
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○ 海空領域の能力強化

□ 潜水艦の建造（１隻：７１１億円）
・ 我が国周辺の海域における情報収集・警戒監視を有効に実施するため、探知能力等が
向上した潜水艦（３，０００トン）を建造

□ 多用途かつコンパクトな護衛艦の建造（２隻：９９５億円）

・ 護衛艦部隊の５４隻体制への増勢のため、従来は掃海艦艇が担っていた対機雷戦機能
も具備する等、多様な任務への対応能力の向上と船体のコンパクト化等による省人化を
図った護衛艦（３，９００トン）を２隻建造

戦闘機（Ｆ－３５Ａ）

□ 戦闘機（Ｆ－３５Ａ）の取得（６機：９１６億円）

・ 周辺諸国の航空戦力の近代化に対し、防空等の任務に適切に対応するため、スタンド・
オフ・ミサイル（ＪＡＳＳＭ等）の搭載、搭載弾薬数の増加及び電子戦能力の向上等を実現
する改修を実施

□ 戦闘機（Ｆ－１５）の能力向上（２機改修：１０１億円） ※初度費別途、４３９億円

３１年度護衛艦（３，９００トン）
（イメージ）

□ 多様な任務へ対応可能な長期運用型ＵＵＶの研究（４２億円）

・ モジュール交換可能な長期運用型ＵＵＶを試作し、警戒監視や海洋観測等の多様な任務
に適応可能なＵＵＶ技術を確立する研究を実施

モジュール化ＵＵＶの研究（イメージ）

戦闘機（Ｆ－１５）スタンド・オフ・ミサイル

□ 警戒航空団（仮称）の新編
・ 早期警戒管制機等による、常時継続的な警戒監視を安定的に実施する体制強化のため、

警戒航空隊を廃止し警戒航空団（仮称）を新編

□ 滞空型無人機（ＲＱ－４Ｂ グローバルホーク）の取得
（８１億円）

31年度防衛関係費（概算要求）の主な事業について③
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○ 弾道・巡航ミサイル攻撃対処能力の強化

□ ＳＭ－３ブロックⅡＡ及びＳＭ－３ブロックⅠＢの取得（８１８億円）

○ 機動・展開能力の強化

□ 輸送機（Ｃ－２）の取得（２機：４５７億円）

・ 航続距離や搭載重量等を向上し、大規模な展開に資する輸送機（Ｃ－２）を取得
（※ エンジンを除く機体単価は、平成３０年度予算価格の１７２億円に対し１６５億円（７億円減））

輸送機（Ｃ－２）

□ 新多用途ヘリコプター（ＵＨ－Ｘ）の取得（６機：１１０億円）

・ 空中機動、航空輸送等を実施し、迅速に部隊を展開できる新多用途ヘリコプター
（コスト抑制のため民間機との共同開発）を取得

□ 常時機動する陸上防衛力の充実・発展のための訓練の実施（７４億円）

・ 水陸機動団及び機動師・旅団を中心に、国内外の良好な訓練環境を活用した訓練
を有機的に連携させることにより、部隊の高い練度の維持・向上と平素からのプレゼ
ンスや抑止力・対処力の強化を図る

□ 護衛艦のセンサ情報をリアルタイムに共有し、ネットワーク射撃を
可能にするＦＣネットワークに関する研究（６９億円）

イージス・アショア

ＦＣネットワークの研究

各種訓練のイメージ

□ ０３式中距離地対空誘導弾（改善型）の取得（１３８億円）

□ 陸上配備型イージス・システム（イージス・アショア）の整備
・ ロフテッド軌道への対応能力等、我が国の弾道ミサイル防衛能力を飛躍的に
向上させる最新鋭のレーダー（ＬＭＳＳＲ）を搭載したイージス・アショア本体２基
の取得等を実施（１基当たりの取得経費：１，２３７億円）

３１年度計上額※：２，３５２億円
※ 関連経費を含む

31年度防衛関係費（概算要求）の主な事業について④
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□ 女性隊員のための勤務環境の整備（３３億円）

○ 人的基盤の強化

□ 公募予備自衛官から即応予備自衛官への任用（０．６億円）
・ これまでの即応予備自衛官の任用対象者である自衛官経験者に加え、新たに自衛官

経験のない公募予備自衛官を任用し、充足向上を実施

□ 託児施設の整備（防医大）及び備品整備等（０．８億円）
託児施設（イメージ）

○ 運用基盤の強化

□ 艦艇の支援能力確保のため、油槽船（仮称）の整備（２隻：５５億円）

油槽船（仮称）（イメージ）

□ スタンド・オフ・ミサイル（ＪＳＭ）の取得（７３億円）

□ 航空優勢及び水中における優勢の確保に必要な弾薬
（対空ミサイル、魚雷）を整備（５７１億円）

分散パッドの整備（イメージ）

□ 省全体として、ＡＩの導入に向けた体制を強化するため専門部署を新設

□ ＶＲ（Ｖirtual Ｒeality）による職場体験（０．３億円）

□ 抗たん性の強化のため、航空基地に分散パッドの整備に着手
（０．２億円）

弾薬（ＡＩＭ－１２０）

□ 装備品の可動率向上等に資するため、維持整備に必要な経費の着実な確保
（８，８３５億円）

・ 女性隊員の採用・登用の拡大及び活躍を支えるため、隊舎・艦艇に女性用区画を整備
するほか、生活勤務環境改善のための修繕や教育基盤の整備を実施

31年度防衛関係費（概算要求）の主な事業について⑤
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□ 極超音速誘導弾の要素技術に関する研究（６４億円）

□ 中小企業等の優れた技術力を発掘・活用やサプライチェーンの把握・対応（１４億円）

□ 各国との協力案件の進捗を踏まえた効果的な防衛・技術協力の推進
（１４億円）

・ 極超音速（音速の５倍以上の速度域）で巡航が可能な推進装置の実現のため、
超音速の空気流中での燃焼を利用したエンジンの構成要素技術の研究を実施

・ 各国の状況に応じた協力を実現するための戦略的な情報収集や、我が国の
防衛装備品について官民一体での情報発信を実施

□ 島嶼防衛用高速滑空弾の研究（１３８億円）
・ 島嶼防衛のための島嶼間射撃を可能とする、高速で滑空し、目標に命中する
島嶼防衛用高速滑空弾の研究について、研究成果を早期に装備品へ適用するた
めにブロック化をはかり、早期実用化を推進

島嶼防衛用高速滑空弾（ブロック化）
（イメージ）

Ｐ－１哨戒機の地上展示
（ベルリン国際航空宇宙ショー２０１８）

□ 戦闘機等のミッションシステム・インテグレーションの研究（７９億円）

・ 戦闘機等の作戦・任務遂行能力の根幹となるミッションシステムを将来にわた
り国が自由にコントロールすることを可能とするために必要なミッションシステム・
インテグレーション技術を研究する

極超音速誘導弾の要素技術に関する研究
（イメージ）

【Ｐ】

（装備品の早期実用化に向けた研究開発の推進）

（技術的優越を確保するための戦略的な取り組みの推進）

（プロジェクト管理等を通じた最適な取得の推進）

（防衛装備・技術協力の推進）

（防衛生産・技術基盤の維持・強化施策の推進）

○ 技術基盤等の強化

31年度防衛関係費（概算要求）の主な事業について⑥
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１．３１年度防衛関係費（概算要求）

２．論点①、②関連

３．論点③関連
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47,426

47,028
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20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31要求

48,848

49,801
50,541

51,251
51,911

52,986

○ 平成25年度以降、防衛関係費は増加。「中期防衛力整備計画」では、26年度から30年度まで平均
0.8％の伸率による所要経費の総額（23兆9,700億円）の枠内とすることを規定。

○ 厳しい財政状況の中、SACO・米軍再編経費を含め、防衛関係費をメリハリある予算とする必要。

注1:SACO(Special Action Committee on Okinawa)は、平成7年11月に設置された、在日米軍に係る土地・施設の返還、訓練・運用改善による沖縄県の負担軽減等についての日米協議に係る特別委員会の呼称。
注2:米軍再編は、平成18年5月に日米安全保障協議委員会で承認された「再編の実施のためのロードマップ」に基づいて実施する、在日米軍の日本国内外の再編等に係る事業。
注3:SACO・米軍再編経費については、31年度概算要求において具体的な金額を明示しない事項要求となっている。

SACO・米軍再編経費等除く防衛関係費（中期防対象経費）（―は対前年度伸率）

SACO・米軍再編経費

政府専用機

26中期防衛力整備計画期間

（億円）

防衛関係費の推移

（0.8％）

（0.8％） （0.8％） （0.8％） （0.8％）

（2.2％）

47,538
47,796 47,741 47,903

47,752
47,138

（▲0.8％）（▲0.8％）
（▲0.4％） （▲0.4％）

（▲0.4％）

（7.2％）
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26年度
契　 約

前金
完成品

引渡

前金
完成品

引渡

前金
完成品

引渡

前金
完成品

引渡

30年度
契　 約

前金
完成品

引渡

27年度
契　 約

26年度 27年度 28年度 29年度

28年度
契　 約

29年度
契　 約

後年度負担合計（Ａ＋Ｂ）
50,768億円

32年度 33年度 34年度以降

①人件・糧食費
21,850億円(42%)

30年度 31年度

②歳出化経費

18,898億円（36％）

Ａ 既定分の後年度負担

計 29,604億円

③一般物件費

11,163億円（22%）

予算額総額（①＋②＋③）

51,911億円(100%)

Ｂ 新規分の後年度負担 21,164億円

（装備品製造等の）

（製造の進捗に従って、各年度支払）

○ 防衛関係費は、義務的経費である①人件・糧食費と②歳出化経費（過去の装備品等の調達の後年度負
担）が、その８割を占めており、硬直的な構造になっている。

○ 特に、新規の後年度負担（国庫債務負担行為等）は、翌年度以降の歳出化経費として予算の硬直化の
要因となるため、その水準はできる限り抑制していく必要がある。

①人件・糧食費：
隊員の給与、退職金、営内での食事など

②歳出化経費 ：
前年度以前の契約に基づき、当年度に支払
われる経費（戦車、護衛艦、戦闘機など）

③一般物件費 ：
装備品の修理・油購入等の活動費、基地周
辺対策費、在日米軍駐留経費負担など

防衛関係費の構造
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防衛計画の大綱

中期防衛力整備計画

年 度 予 算

防衛力の在り方と保有すべき防衛力の水準を規定

５ヵ年間の経費の総額（の限度）と主要装備の整備数量を明示

情勢等を踏まえて精査の上、各年度毎に必要な経費を計上

○ 国家安全保障戦略（戦略）は、我が国の国益を長期的視点から見定めた上で、外交政策及び防衛
政策を中心とした基本方針として我が国として初めて定めたもの。

○ 防衛計画の大綱（大綱）は、戦略を踏まえ、今後の我が国の防衛の基本方針、防衛力の役割、自
衛隊の具体的な体制の目標水準等を示したもの。

○ 中期防衛力整備計画（中期防）は、大綱に示された防衛力の目標水準等を踏まえ、５年間を対象
とする主要装備の整備数量等を示したもの。同計画に従って、それぞれ各年度の防衛力整備を実施。
※ 昭和52年度以降、大綱を定めて安全保障の基本方針や防衛力整備目標を示すとともに、

① 昭和60年度まではいわゆる「ＧＮＰ１％枠」のもとで

② 昭和61年度以降は中期防を策定し、同計画に従って

各年度の防衛力整備を実施

国家安全保障戦略 外交政策及び防衛政策を中心とした国家安全保障の基本方針

位置付け・意義

戦略・大綱・中期防・年度予算の関係

（おおむね10年程度の期間を念頭）

（おおむね10年程度の期間を念頭）

戦略を踏まえ策定

示された防衛力の目標水準の達成

予算となり、事業として具体化

戦略・大綱・中期防の位置づけ
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これまでの防衛力整備計画の推移

昭和３２年 「国防の基本方針」(32.5.20)

33

３５ 35
37

41 42

46 47
51

－「防衛計画の大綱」策定（51.10.29）－

５５ 55

59 58

62
61

2
3

7

－「平成８年度以降に係る防衛計画の大綱」策定（7.11.28）－
8

12
13

16

－「平成１７年度以降に係る防衛計画の大綱」策定（16.12.10）－
17

21

１０

１５

２０

１３中期防（政府５か年計画）(12.12.15）

１７中期防（政府５か年計画）（16.12.10)

４０

４５

５０

６０

平成 元年

５

６１中期防（政府５か年計画）(60.9.18)（ＧＮＰ比1.02％）

０３中期防（政府５か年計画）(2.12.20)

０８中期防（政府５か年計画）（7.12.15)

一次防（政府３か年計画）(32.6.14)

二次防（政府５か年計画）(36.7.18)

三次防（政府５か年計画）(41.11.29)

四次防（政府５か年計画）（47.2.8)

５３中業（防衛庁内部資料）

５６中業（防衛庁内部資料）

０８中期防（政府５か年計画）見直し(9.12.19)

０３中期防（政府５か年計画）修正(4.12.18)

「弾道ミサイル防衛システムの整備等について」（15.12.19）

「当面の防衛力整備について（ＧＮＰ１％枠）」(51.11.5)

「今後の防衛力整備について」(62.1.24)

「平成３年度以降の防衛計画の基本的考え方について」(2.12.19)

１７中期防（政府５か年計画）見直し（20.12.20)

「平成２２年度の防衛力整備等について」(21.12.17)22

－「平成２３年度以降に係る防衛計画の大綱」策定（22.12.17）－

２３中期防（政府５か年計画）（22.12.17)23
24

２５ 25 「平成２５年度の防衛力整備等について」(25.1.25)

－「平成２６年度以降に係る防衛計画の大綱」策定（25.12.17）－
「国家安全保障戦略」策定(25.12.17)

２６中期防（政府５か年計画）（25.12.17)
26

30

防衛省作成資料

39



中期防衛力整備計画の推移

対象 : 対象 : 対象 : 対象 : 対象 : 対象 : 対象　 ：

総額 : 総額 : 総額 : 総額 : 総額 : 総額 : 総額 ：
（伸率＋5.4%） （伸率＋3.0%） （伸率＋2.1%） （調整枠を含む） （伸率＋0.7%） （伸率▲0.2%） （調整枠を含む） （伸率＋0.11%） (伸率＋1.8%）

内容 : 戦　車 246両 内容 : 戦　車 132両 内容 : 戦　車 96両 内枠 ： 内容 : 49両 内枠 ： 総額 ：

護衛艦 9隻 護衛艦 10隻 護衛艦 8隻 （予算編成上の上限）（伸率＋0.5%） 5隻 （予算編成上の上限）（伸率▲0.03%） （予算措置の総枠） (伸率＋0.8%）

戦闘機 63機 戦闘機 42機 戦闘機 51機 内容 : 戦　車 91両 55機 内容 : 68両 内容

護衛艦 5隻 3隻 3隻

戦闘機 59機 2個群 28機

2隻

1個高射隊

（注１）０８中期防、１７中期防は、総額とは別に調整枠（０８中期防：1,100億円、17中期防：1,000億円）が設けられている。

（注２）１３中期防、１７中期防、２３中期防、現中期防の戦闘機には、戦闘機（Ｆ－１５）近代化改修を含む。

水陸両用車

戦 車

護 衛 艦

戦 闘 機

ｲ ｰ ｼ ﾞ ｽ

PAC3

（防衛力整備に係る金額）

H26 － H30 年 度

24兆6,700億円

52両

5隻

23兆9,700億円

B

M

D

2隻

（H22.12.17閣議決定）

23兆4,900億円

２５　大　綱

（H25.12.17閣議決定）

２６　中　期　防

（H25.12.17閣議決定）

戦 車

護 衛 艦

H13 － H17 年 度

B

M

D

２２　大　綱

（H22.12.17閣議決定）

戦 闘 機

２３　中　期　防

Ｂ Ｍ Ｄ 　±　0  

戦 車

護 衛 艦

戦 闘 機

ｲｰｼﾞｽ

PAC3

＋ 11機

戦 車 　±　0両

戦闘機 ▲ 13機

総 額

（H9.12.19閣議決定）（H4.12.18閣議決定）

▲6,000億円

戦 闘 機

総 額

戦闘機

護衛艦

25兆  100億円

護 衛 艦

（H20.12.20閣議決定）

25兆1,600億円

　±　0隻護衛艦

中 期 見 直 し

戦 車

中 期 防 廃 止

（H16.12.10閣議決定）

１６　大　綱

24兆2,400億円

H17 － H21 年 度

（H16.12.10閣議決定）

（H16.12.10閣議決定）

５１　大　綱 ０７　大　綱

（ S51.10.29 閣 議決 定） （H7.11.28閣議決定）

戦 車

25兆1,500億円

米軍再編に別途 900億円

▲5,800億円 ▲9,200億円

▲ 24両

▲  2隻

総 額

▲　6両

▲　1隻

▲　2機

０８　中　期　防

（S60. 9.18閣議決定） （H2.12.20閣議決定） （H7.12.15閣議決定） （H12.12.15閣議決定）

中 期 防 修 正

６１　中　期　防

S61 － H2 年 度

18兆4,000億円 22兆7,500億円

54機

23兆3,900億円

０３　中　期　防

H23 － H27 年 度

中 期 見 直 し

１３　中　期　防 １７　中　期　防

H8 － H12 年 度

中 期 防 廃 止

H3 － H7 年 度

44両

（H25.1.25閣議決定）

B

M

D

ｲｰｼﾞｽ

PAC3

2個群
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19
年

【背景】

○東西冷戦の終結
○不透明・不確実な要素がある国際情勢

○国際貢献等への国民の期待の高まり

【背景】

○東西冷戦は継続するが緊張緩和の国際情勢
○我が国周辺は米中ソの均衡が成立

○国民に対し防衛力の目標を示す必要性

○国際テロや弾道ミサイル等の新たな脅威
○世界の平和が日本の平和に直結する状況

○抑止重視から対処重視に転換する必要性

【背景】

１６大綱

９
年

・「基盤的防衛力構想」

独立国としての必要最小限の基盤的な防衛力を保有

・「基盤的防衛力構想」を基本的に踏襲

「大規模災害等各種の事態への対応」及び「より安
定した安全保障環境の構築への貢献」にも対応

・新たな脅威や多様な事態に実効的に対応
・「基盤的防衛力構想」の有効な部分は継承

「５１大綱」での基本的考え方

「０７大綱」での基本的考え方

「１６大綱」での基本的考え方

(S51.10.29 国防会議・閣議決定)

（H7.11.28 安保会議・閣議決定)

（H16.12.10 安保会議・閣議決定)

０７大綱

５１大綱

２２大綱

６
年

・「動的防衛力」の構築
（「基盤的防衛力構想」にはよらず）

「２２大綱」での基本的考え方

（H22.12.17 安保会議・閣議決定)

○グローバルなパワーバランスの変化
○複雑さを増す我が国周辺の軍事情勢

○国際社会における軍事力の役割の多様化

【背景】

３
年

２５大綱

（H25.12.17

国家安全保障会議・閣議決定)

○我が国を取り巻く安全保障環境が一層厳しさを増大
○米国のアジア太平洋地域へのリバランス

○東日本大震災での自衛隊の活動における教訓

【背景】
「２５大綱」での基本的考え方

・「統合機動防衛力」の構築

（1976年）

（1995年）

（2004年）

（2010年）

（2013年）

防衛力についての考え方の変遷
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１．３１年度防衛関係費（概算要求）

２．論点①、②関連

３．論点③関連
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Ⅳ．歳出改革の具体策
２．社会保障以外

（３）防衛
昨今の安全保障環境の厳しさを踏まえれば防衛力の充実強化は不可欠であり、財政健全化との両立を図るため、

防衛予算の更なる効率化を進める必要がある。
特に、防衛装備品の高コスト構造は、納税者の視点からも防衛力充実の観点からも問題であり、価格競争力の強

化を通じた国内防衛産業の強靭化のため、装備品単価の抑制など調達改革の推進が急務である。他方で、外国製装
備品の調達に関しては、国内経済の活性化の観点から技術移転をも求めるとともに、なお一層厳しい価格抑制が不
可欠である。また、新後年度負担の増加によって歳出化経費が積み上がることで、訓練等の経費が圧迫されること
は避ける必要があり、新規後年度負担の適切な管理が必要である。

こうした点を踏まえ、以下のとおり、引き続き、防衛装備品の調達における更なる改革を推進していくべきである。

・装備品の調達契約の改善により高コスト構造を是正する。
・まとめ買い、民生品利用等により調達手法を工夫する。
・再編や統合等を通じて防衛産業を強靭化する。
・FMS(Foreign Military Sales)をはじめ、外国製装備品についても、価格の透明性を確保し、厳しく価格を精査する。

防衛調達に係る政府方針等

自民党財政再建に関する特命委員会報告（平成30年５月24日）抜粋

経済財政運営と改革の基本方針2018（平成30年度６月15日 閣議決定）抜粋

５．歳出改革等に向けた取組の加速・拡大
（公共調達の改革）

防衛調達に関して、実効的な防衛力を整備し費用対効果の更なる向上を図るため、装備品単価の不断かつ徹底し
た低減、装備品のライフサイクルを通じたプロジェクト管理の強化、高コスト構造の是正に資する調達契約の改善、
まとめ買い・民生品利用等による調達手法の工夫、外国製装備品の調達における価格の透明性確保と精査及び技術
移転の促進、新規後年度負担の適切な管理といった調達改革等を通じて防衛予算の一層の効率化・合理化を徹底する。
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施策の例 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

長期契約を活用した装備品等
及び役務の調達

－ 417億円 148億円 110億円 50億円

維持・整備方法の見直し
（ロジスティクスの改革）

81億円 336億円 432億円 540億円 685億円

民生品の使用・仕様の見直し 250億円 423億円 455億円 582億円 166億円

装備品のまとめ買い 331億円 350億円 465億円 467億円 371億円

原価の精査等 － － － 345億円 701億円

単年度計 660億円 1,530億円 1,500億円 2,040億円 1,970億円

累計 660億円 2,190億円 3,690億円 5,730億円 7,710億円

（注）長期契約とは、財政法上５箇年度が上限である国庫債務負担行為について、「特定防衛調達に係る国庫債務負担行為により支出すべき年限に関する
特別措置法」（平成27年４月成立）により、５箇年度を超える長期契約が可能となったことで、自衛隊の装備品等の調達及び整備をより安定的かつ効
率的に実施できるもの。

○ 現行の中期防衛力整備計画の期間（平成26～30年度）においては、調達改革等を通じておおむね
7,000億円程度の実質的な財源を確保することとされていたところ、５年間の累計で7,700億円を上
回る財源を確保。

○ 防衛装備庁発足（平成27年10月）後、本格的に予算編成を行った29・30年度においては、原価の
精査などの新たな取組により、年2,000億円程度の合理化効果を出している。次期中期防衛力整備計
画期間においては、この水準は最低限達成したうえで、更なる上乗せを目指すべきではないか。

調達改革について
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予算執行調査「装備品のプロジェクト管理」総括調査票①（平成30年7月）
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予算執行調査「装備品のプロジェクト管理」総括調査票②（平成30年7月）
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米国における防衛装備品調達に関する人材育成

○ 国防総省契約監査局（契約監査や契約管理等を行う機関）の職員の３分の１程度が公認会計士等の有資
格者。また、国防総省のEVM（Earned Value Management）分析官の半数近くが企業財務を専門分野として
いる。

○ 米国会計検査院は、国防総省による装備品の効率的な取得を促すため、民間企業の取組等を踏まえて作
成した評価指標に基づき、プロジェクトマネジャーの人材育成について評価を実施している。

国防総省契約監査局の職員構成

職員合計 4,640人（100％）

公認会計士 1,130人 （24％）

その他の資格 508人 （11％）

国防総省におけるEVMの専門分野

企業
財務

費用
見積

工学
計画
管理

その他 合計

陸軍 32 26 8 29 26 121

海軍 147 36 0 15 2 200

空軍 63 56 11 37 7 174

その他 254 2 179 49 81 565

合計 496 120 198 130 116 1,06
0

評価項目 陸軍 海軍 空軍

育
成

実務講習の実施 ○ ○ ○

期限を区切った人事異動 △ △ ○

ＯＪＴや知見を共有する仕組み ○ ○ ○

助
言

メンター制度 ○ △ ○

専門家になるために必要な技術や
キャリアパスの提示

△ △ ○

継
続

成果報酬の仕組み △ × ×

教育訓練費の補助 ○ ○ △

表彰制度 ○ ○ ○

選
別

有望な人材を選定する取組 ○ × △

スキル・経験、事業の性質を踏ま
えた任用

○ ○ ○

米国会計検査院による米軍の人材育成の取組の評価

出典：Report to Congress on FY 2017 Activities, Defense Contract
Audit Agency (March 31, 2018)

出典：”The U.S. Department of Defense’s Earned Value Management-Analyst
Workforce”  by Stephanie young, Daniel Tremblay, Roland J. Yardley

出典：DEFENSE ACQUISITION WORKFORCE (GAO-18-217) (February 2018)

EVM：作業進捗を金銭などの数値に換算して把握するプロジェクトマネジメントの手法。 47



＜事案の概要＞
・軽量対モルタルレーダー（LCMR）において、2,700万ドルのコスト削減。
・企業提案では、市販価格のある部品を用いているとされていたが、DCAAの調査の
結果、その多くが民生部品に該当しないことがわかり、提案価格を問題視。
・契約担当者がDCAAの主張を100％支持して企業と交渉を行った結果、2,700万ドル
の削減に成功。

国防総省契約監査局（The Defense Contract Audit Agency）

契約監査の例

$4.20
$4.40 $4.50

$3.10

$3.60 $3.50

$0.00

$1.00

$2.00

$3.00

$4.00

$5.00

FY2012 FY2013 FY2014 FY2015 FY2016 FY2017

経費削減額

出典：Report to Congress on FY 2017 Activities, Defense 
Contract Audit Agency (March 31, 2018)

出典：Defense Contract Audit Agency, 2014 Year in Review

単位：10億ドル

○ 国防総省契約監査局（DCAA）は、1965年に設立され、米国防総省の下で契約監査や国防総省内の調

達や契約管理を実施する部局に対し、財政上及び会計上の観点から監査・助言を行う機関。

○ 契約前及び事業終了後の契約価格の精査を実施しており、活動の成果は毎年議会に報告することと

されている。
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原価監査の強化

利益

契約金額

原 価
（総原価）

利益

原価

利益

原価

原価

利益

防衛省が基準
とする内訳

契約金額から実績が
下回ったケース

差額は減額

原価

契約金額を実績が
上回ったケース

超過分は
補填せず

適正利益

原価監査付契約の概要

○ 原価監査付契約は、あらかじめ金額を確定することが困難な場合に採用することとされており、試作品の製作や量

産初期段階の装備品の調達等に活用されている。

○ 三菱電機等による過大請求事案を受けて平成24年12月に防衛省が公表した再発防止策に基づき、原価監査の体制・

手法の強化（常駐監査の拡大、抜打ち監査の励行等）がなされた一方で、原価監査付契約がコスト上振れのリスクを

企業側に負わせると同時にコスト実績を積み上げる動機ともなっていることに鑑み、確定契約への移行が進められた

ことなどにより、原価監査付契約は近年減少傾向にある。

○ 調達の効率化を図るため、原価監査を強化するべきではないか。例えば、対象範囲を拡大し、量産中期以降の確定

契約についても定期的に原価監査を行うこととし、監査結果を以後の契約に活用してはどうか。

○ また、原価計算や監査実務の経験がほぼ無く退職が近い者が原価監査官となっているケースも見受けられる。原価

監査の質を高めるため、実務に精通した民間人の活用や職員の人材育成の強化を図るべきではないか。

（単位：億円） （単位：件）

4,953

2,870

3,688

7,808

6,254

4,912

217
183

314

583

260
172

0

300

600

0

4,000

8,000

Ｈ23 H24 H25 H26 H27 H28

原価監査付契約の推移

金額 件数

原価監査官（自衛隊からの出向者）の例（平成30年３月現在）

総数
原価計算や監査実務の
経験が２年未満の者 退職が近い者

37名 9名 1名 49



防衛監察本部の更なる活用①

防衛省設置法（昭和29年法律第164号）（抄）
（防衛監察本部）

第29条 防衛監察本部は、職員の職務執行における法令の遵守その他の職務執行の適正を確保するための監察に関する事務をつかさど
る。

防衛監察の実施に関する訓令（平成19年防衛省訓令第57号）（抄）
（定義）

第２条 （略）
（１）防衛監察 防衛省の他の機関から独立した立場において、予算の適正かつ効率的な執行及び法令遵守の観点から防衛省における

職務執行の状況を厳格に調査し、及び検査することにより、職員の職務執行の適正を確保することを目的とした防衛監察本部が実
施する監察をいう。

財務省設置法（平成11年法律第95号）（抄）
（国税庁監察官）

第26条 国税庁の所属職員（国税庁、国税局及び沖縄国税事務所の審議会等及び施設等機関の職員を除く。以下同じ。）についてその職
務上必要な監察及び第四条第一項第二十一号に掲げる事務を行わせるため、国税庁に国税庁監察官百二十人以内を置く。

国税庁監察官職務規範（平成12年国税庁訓令特第5号）（抄）
【監察の意義】

第４条 設置法第26条第1項に規定する「国税庁の所属職員（国税庁、国税局及び沖縄国税事務所の審議会等及び施設等機関の職員を除
く。以下同じ。）についてその職務上必要な監察」とは、国税庁の職員（以下「職員」という。）の行為について服務上の適否を
調査し、非行の防止及び発見並びに処理を行う手続をいうものとする。

○ 通常、監察は非違行為に対するものが主であるが、防衛監察本部においては、訓令に「予算の適正
かつ効率的な執行」と記載されるなど、非違行為のみならず、不正につながる行為についても対応で
きるようになっている。

防衛省

他省庁の例（国税庁）
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○ 平成18年の防衛施設庁における入札談合事案等を受けて防衛庁内に設置された「防衛施設庁入札談合

等再発防止に係る抜本的対策に関する検討会」が公表した報告書において、監査・監察を行う独立性の

高い組織を新設すべきとの提言がなされたことを受け、平成19年9月に防衛監察本部を設置。

※報告書：「防衛施設庁入札談合等再発防止に係る抜本的対策報告書」（平成18年6月16日）

○ 防衛省のシステムについては、一部の仕様書の記載ぶりが事実上国内大手企業しか応札できない内容

であったり、システム関連の技術支援費の入札において特定企業による一者応札が続くなど、不自然な

状況が見られるところ、防衛監察本部が独立した立場から厳しくチェックすることが必要ではないか。

○ このため、防衛監察本部の技術的知見を抜本的に高める取組みが必要ではないか。

防衛監察本部の更なる活用②

平成29年度予算執行調査「各種システムに係る事業費の検証」（防衛省）より抜粋

④ 今後の改善点・検討の方向性
２．入札者数増加に向けた取組みについて

入札者数増加の取組みとして、前回調査以降、複数社に対する参考見積依頼・事前説明会の実施、
公告期間・履行期間の拡大等の取組みを行っているものの、入札者数増加にはつながっていない。

その原因として、平成27年度までの契約においては、システムで用いられるサーバーやアプリケー
ション等に特定の国内大手企業の製品が事実上指定されている他、仕様書で要求されているシステムの
性能に関する情報が不明瞭であり、防衛省のシステムを受注した実績のある企業でなければその具体的
な構成が読み取れない等、一部の仕様書の記載ぶりが事実上国内大手企業しか応札できない内容となっ
ていた。

・ 防衛監察本部は、「情報公開業務及び行政文書管理の実施状況」、「入札談合防止」及び「法令遵守の意識・態
勢」について監察を実施（定期防衛監察）。

・ 入札談合防止においては、競争性の拡大を図るため、対象機関の過去3か年分の全契約実績（約50,000件）を対象に
一者応札等契約の抽出（約8,000件）を行い、一者応札となった案件を調査し、一者応札の改善が可能と思われる品目
を指摘するとともに、対象機関における一者応札改善のための取組及びその実施状況を調査するなどしている。

注１：一者応札における指摘の例として、「モップ等の清掃道具」、「油脂類」との説明あり。

注２：現在、防衛監察本部にシステムの専門家はいない。

財政制度分科会（平成30年4月6日）提出資料より抜粋

・ システム関連経費について、一者入札が大半を占めて
おり、価格競争が十分に働いていない。（28年度に納
期を迎えた各種システム経費の約97％は一社応札）

・ 中でも、システム関連の技術支援費については、平成
25年度以降、特定企業による一者入札が続いている状
況であり、入札による価格競争が働いていない。

現状の取組
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○ 防衛省には内局・各幕を通じて多数のシステムが混在（注）。システム全体の効率化・合理化の観
点から、価格積算の妥当性確保やシステムの統廃合等に不断に取り組むことが不可欠。

○ 特に防衛省においては、（ⅰ）システム統廃合に当たって経費節減効果を見極める必要があるこ
とに加え、（ⅱ）適正な価格積算、（ⅲ）入札における競争性の確保、といった点を確実に担保す
る必要がある。

（注）平成31年度における防衛省のシステム数は174、31年度概算要求額は約1263億円（歳出ベース）

防衛省システムについて①

①統合の問題点

● 内局・各幕ごとに似たシステムが存在するなど、必ずしも防衛省全体で合理的な整備状況に

なっていない点を踏まえ、システムの廃止・統合も含め、業務フローや事務処理の効率化や維持

管理コストの低減を図ることは重要。

● 統合を選択する場合は、適正なスペック・規模、維持管理まで含めた総額での価格低減といっ

た観点を踏まえた、真にコスト削減に資する合理的な計画となっているか厳格に精査すべき。

● 統合に際してはユーザーの運用上の意見を丁寧に拾い、活用しやすいシステムを時間をかけて

開発すべきであり、業者からの提案のみを基にした拙速な統合は慎むべき。

例：AIクラウドシステム事業
各幕・各機関が使用する40の業務系システムのサーバを集約し、クラウド化を図ることで運用費等の経費削減

を図るクラウド事業と、行政文書の確実かつ適切な管理のためAIを活用するAIシステム事業の2つからなる、
総額約558億円の事業。31年度から13年間かけ、PFI事業においてシステム開発・維持管理等を一括実施予定。
なお、統合に伴うコスト削減効果やスペックの妥当性について現時点では不透明であり、精査が必要。
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防衛省システムについて②

例：統合幕僚監部・通信関連システム事業における価格見積もり方式（31年度開発及び換装分）
直近実績・見積：3事業、 原価計算方式：20事業

● 例えば、29年度の統幕・通信関連システム事業の約94％は一者応札で、その落札率は92.0％。
● 新規参入者を増やし競争性を確保するためにも、仕様書の透明性確保、分割発注等の工夫を徹底

すべき。また、省内の体制強化や監察本部の活用などを通じ、適切な条件下で入札が行われている
かを常時チェックすべき。

例：改善が必要と考えられる仕様書の記載例
・今後納入予定のプログラムとの関係性の説明を必須要件に課しているが、当該プログラムの基本設計書の貸

付が無いなど、特定社以外を排除する記載
・器材の設置は、現有施設を活用し、施設工事は原則として行わないなど、既存施設に係る知見・ノウハウの

ない業者は不利となる記載
・仕様書の構成部品の欄に、一者応札が続いている業者の汎用PCやサーバー等の型番を指定する記載

③競争性の確保

②価格見積もりの精査

● 防衛省のシステムに係る概算要求においては、特注の防衛装備品と同じ原価計算方式や、過去の

契約実績金額に基づく要求額が散見。

● システムは、発注者ごとの特注を前提とする業務パッケージでの調達が一般的であるが、SEの作

業人月単価などは利益込みでの市場価格が存在。単に“特注だから”という発想に立つ原価計算方

式や前回契約実績の採用は避け、政府調達の原則を踏まえ、複数事業者の見積もりを比較し適切な

水準で契約すべきではないか。
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● 材料費について、市場における資材価格との

連動性が不明確

● コストデータベースについて、単価等の検証に

必要なデータの収集が十分ではない

直接材料費

加工費

（ 工数 × 加工費率 ）

直接経費

ＧＣＩＰ率

● 調達数量が年度の予算状況によって大きく変動

する等の理由により、ラーニングカーブ※による

工数低減が働きにくい
※ 経験が蓄積されるにつれて、単位当りコストが低下するとい
う経験効果を現した曲線

● 加工費率について、企業からの提出資料に基づ

き算定しているため、情報の非対称性が大きい

● 年度によって調達数量が大きく減少する場合、

治工具維持費等の固定費に係る一機あたりの割り

戻し額が大きくなり、単価上昇に繋がる

● ＧＣ率については、企業からの提出資料に基づ

き算定しているため、情報の非対称性が大きい

● 製造原価が大きくなるほどＧＣＩＰの額が増え

る構造になっているため、企業のコストダウンイ

ンセンティブが働きにくい

×

原価計算方式における各原価項目の問題点
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期間費用

期間工数
加工費率＝

一般管理及び販売費

売上原価
GC率 ＝

標準利益率

× 事業特性調整係数

× 契約履行難易度調整係数

利益率＝

経営資本 × 標準金利

期間総原価

利子率＝

※ 標準利益率は、統計資料により製造業企業が得られる利益を平
均したもの。
事業特性調整係数は、装備品製造のために大型の設備保有が必

要な場合、資産が膨らみ資本回転率が悪くなる傾向がある。その
ため、防衛産業の特性を利益率に反映。
契約履行難易度調整係数は、契約履行上の難易度を考慮するも

の。

※ 期間費用は、年間の加工に関係する
人件費や間接的な経費の総額であり、
期間工数は、対応する期間の総作業時
間のこと。

※ 経営資本は、総資産のうち経営目的に
直接関係するもの。
標準金利は、統計資料による短期、長

期、社債等に係る金利を平均したもの
（製造業企業の標準的な資金調達手段な
どを考慮）。

※ 一般管理及び販売費は、年間の本
社の経費（人件費、販売活動にかか
る費用）のこと。

➢ 原価計算方式は、市場価格がない場合に（原則は市場価格方式）、構成要素ごとに積み上げた製造原価に利益等を付
加して計算価格を算出する方式のこと。

直接材料費

直接経費

加工費
（工数×加工費率）

製造原価
直接労務費

製造間接費

総原価

利益（P）
（総原価×利益率）

利子（I）
（総原価×利子率）

梱包輸送費等

計算価格

（計算価格の範囲内で
予定価格を設定）

防衛省作成資料

（Ｉ）

（Ｐ）

販売直接費、技術提携費

一般管理及び販売費（GC）

（製造原価×GC率）

原価計算方式の計算構成について
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Blueprint for Affordabilityの延長
➢ F35製造企業は、価格逓減に向けて1億7,000万ドルの追加

投資を2018年までの間に行う。

Sustainment Cost Reduction Initiative
➢ F35製造企業は、維持経費の10％削減を目指して、2018～

2022年をターゲットとして2億5,000万ドルの投資を行う。

➢ F35製造企業は、2014年～2016年までの間にコスト削減に

資する1億7,000万ドルの投資を行う（コスト削減が実現

しなければ投資回収できない）。

➢ 企業によるコスト削減が成功した場合には、政府は、

2016～2018年における追加投資を検討。

➢ 2019年までに機体価格を8,000～8,500万ドルまで下げる

ことを目指す。

装備品のコスト削減に向けた取組（米国の例）

〇 2014年７月に、F35製造企業（ロッキードマーチン社、ノースロップグラマン社、BAEシステム社）
は、2014～2016年までの間にF35の製造コスト削減に向けた取組を行うことについて、国防総省と合
意（Blueprint for Affordability）。また、2016年７月には、コスト削減の第２フェーズとして、
Blueprint for Affordabilityを２年間延長するとともに、運用・維持コストの削減に向けた取組を
行うことを発表（Sustainment Cost Reduction Initiative）。

○ 次期中期防衛力整備計画は、米国と同様、企業にコスト削減をコミットさせたうえで、価格逓減を
織り込んだ形で策定するべきではないか。

Blueprint for Affordability （2014年7月発表）※

コスト削減の第２フェーズ（2016年7月発表）※
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※ 米国向け単価は機体とエンジンのみの価格であり、日本向け単価は
国内企業の製造参画に伴う経費等を含む価格である。

※ 米国向け単価について、H25、26は公表価格、H27以降はBlueprint 
For Affordabilityに基づく目標価格。 ※ ロッキードマーチン社ウェブサイト等に基づき作成 56



産業構造審議会 製造産業分科会（平成30年3月19日） 資料①
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産業構造審議会 製造産業分科会（平成30年3月19日） 資料②
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平成28年10月以降の財政制度等審議会財政制度分科会における主な論点

① 装備品の取得方法の効率化・最適化

・取得方法（国内開発、国際共同開発、ライセンス国産、輸入）を比較し、効率的な調達を行うべき。

・各年度の調達数量は取得単価に大きく影響を及ぼすため、中長期的な計画に沿って効率的な取得を行うべき。

② 選定・契約時における価格上昇リスクの抑制

・企業からの提案等について、価格上昇等のリスクを国が一方的に負うことのないよう、国と企業の間でのリスク分担が必要。

・航空機以外の装備品におけるプロセス等の明確化・透明化を図るとともに、装備品全般については、企業の提案内容につい

て一定の拘束力を持たせる仕組みを検討すべき。

③ 原価の監査の徹底

・原価の監査の徹底やコストデータベース管理などにより製造原価を抑制すべき。

④ GCIP率の在り方、ダブルGCIP

・GCIP率の在り方について、経営効率化を促す仕組みにすべき。

・複数の大手企業が分担しているケースにおいて、製造分担企業のコスト・GCIPを含めた総原価に主契約企業のGCIP率を乗じ

る（いわゆるダブルGCIP）ため、高コスト構造となっている。

⑤ F-35Aの調達と国内企業参画

・国内企業の製造参画により価格上昇が発生。今後の調達を検討する際には、国内企業参画の在り方を検討すべき。

⑥ C-2機体単価

・受注の少ない国内企業であっても、調達数量の増加に伴い、適切に単価低減が図られるよう取り組むべき。

⑦ 装備品のライフサイクルを通じたプロジェクト管理の強化

・ライフサイクルコストの精緻化、価格上昇等のリスクが顕在化した場合のプロジェクトの見直しの仕組みを構築すべき。

⑧ 研究開発に係る知的財産権の活用

・装備品を構成する知的財産の権利化に関し、オープン化・秘匿化等のオプションの適切な活用の検討が必要。

⑨ 国内産業の組織再編・連携

・非競争・非効率的な調達が組織再編を阻害することのないよう、機会の平等や調達の効率化を徹底すべき。

⑩ 「防衛装備移転三原則」（平成26年4月）を踏まえた装備品等の海外移転

・装備品の海外移転の実現に向けて、一層のコストダウンとともに、政府と企業が一丸となる取組みが必要。
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① 装備品の取得方法の効率化・最適化

○ 防衛省は、装備品の効率的な調達に向けた取組みとして、「防衛生産・技術基盤戦略（平成26年6
月）」において、①装備品の取得方法の効率化・最適化をはじめ、②装備品のライフサイクルを通じ
たプロジェクト管理の強化、③「防衛装備移転三原則」（平成26年４月）を踏まえた装備品等の海外
移転、④研究開発に係る知的財産権の活用、⑤国内産業の組織再編・連携を自ら掲げており、早期の
具体化を図る必要。その際、各取組みの進捗状況が外部から分かりにくいため、同戦略の進捗を可視
化する工程表を策定する必要。

○ さらに、装備品の価格の低減等を図るため、⑥原価の監査の徹底、⑦GCIP率の在り方、⑧契約時に
おける価格上昇リスクの抑制に取り組む必要。

装備品の効率的な調達等に向けた取組み

 実際の装備品の調達プロセスは、機種選定時に取得方法が絞り込まれ、対外的な説明が十分に行われていない。この

ため、装備品の調達に際しては、各取得方法を比較し、そのメリット・デメリットを国民に対し明確にして透明性を高めた上
で、効率的な取得方法を選択すべき。例えば、回転翼機についてライセンス国産を選択する場合、同型機を輸入で調達し、
調達先においてPBL（Performance Based Logistics）で維持整備を行う方法等、他の取得方法との比較を行い、コスト面等、
そのメリット・デメリットを社会的にオープンにした上で、取得方法を含む機種選定を行うべき。

 この際、ライセンス国産や国内開発を選択する理由として、産業振興や技術基盤維持といった別途の政策目的がある場
合には、防衛関係費で措置する必要性や当該技術の優位性等を併せて説明していく必要。

取得方法 メリット デメリット 望ましいと考えられる分野 留意点

国内開発

【事例】
10式戦車、
P-1、C-2 等

○防衛生産・技術基盤の維持・
強化に直結

○国内に技術がある場合、自衛
隊の要求性能を直接満たすこ
とができる

○維持整備経費が割安になる傾
向がある

●技術的リスクが伴う
●開発費及び調達価格
の上昇リスクを伴う

・ 自衛隊の要求性能、運
用支援、ライフサイクル
コスト、導入スケジュー
ル等の条件を既存の国内
技術で満たせるもの

・ 安全保障上の観点から、
外国からの導入が困難な
もの 等

・ 国内開発のメリットや意義
を明確にしつつ、プロジェ
クト管理を含めたコスト上
昇を抑制する取組みが不可
欠

財政制度等審議会財政制度分科会
（平成28年10月20日）資料
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取得方法 メリット デメリット 望ましいと考えられる分野 留意点

国際共同開
発・生産

【事例】
BMD用能力向上
型迎撃ミサイ
ル（SM-3ブ
ロックⅡA）等

○他国の先端技術へのア
クセスを通じて国内技
術の向上が図れる

○参加国間の同盟・友好
関係が強化され、防衛
装備品の相互運用性の
向上が期待できる

○参加国間で開発・生産
コストとリスクの相互
負担が期待できる

●参加国の思惑が事業に影
響するため国家間の調整
等に多大な労力が必要に
なる場合がある

●自衛隊が求める要求性能
が十分に満たされない可
能性もある

●中核技術の獲得・保持が
困難となる可能性がある

・ 他国が保有する先進技術への
アクセス、参加国間の同盟・
友好関係の強化、参加国間の
開発・生産コストやリスクが
相互負担できるといったメ
リットが十分もたらされる場
合 等

・ コスト面を含めて、参加国の技
術・能力の最適化を図る形で、分
担を決定する必要

ライセンス国
産

【事例】
回転翼機（AH-
64D、UH-60、
CH-47等）等

○当面の間、国内開発で
きないものについて、
技術基盤を保持するこ
とができる

○国内に維持整備基盤を
保持することができる

●輸入よりも調達価格が割
高になる場合がある

●我が国独自の防衛装備品
改善はライセンスの条件
により困難な場合がある

・ 当面の間、国内開発できない
もの、開発のために膨大な経
費を要するもので、維持整備
等の運用支援基盤の確保のた
めに国内に防衛生産・技術基
盤を保持しておく必要がある
もの

・ コスト、スケジュール等の観
点から国際共同開発・生産の
選択が難しい場合 等

・ ライセンス元の生産ラインの状況
等により、一方的な価格上昇のリ
スクがある

・ ライセンス国産を行う装備品の種
類については、国内企業の技術レ
ベルや国際競争力（民需含む）を
踏まえて判断する必要

輸入
（FMS取得を含
む）

【事例】
F-35A戦闘機、
グローバル
ホーク 等

○取得単価は国内開発・
ライセンス国産と比較
して安価になる場合が
ある

○自衛隊の要求性能を満
たす装備品が海外にあ
る場合、早期取得が可
能となる

●国内の防衛生産・技術基
盤の向上に繋がらない

●維持整備経費が割高にな
る場合がある

●供給国側の都合により調
達価格の上昇、納期遅延、
維持整備の継続について
のリスクがある

・ 防衛生産・技術基盤が保持す
る技術が劣後するもので、一
定期間内に整備が必要なもの

・ 性能、ライフサイクルコスト、
導入スケジュール等の面で問
題がないもの 等

・ 供給国側の生産ラインの状況等に
より、一方的な価格上昇のリスク
がある

・ FMS取得の場合、他のユーザー国
の取得条件が開示されないといっ
た点があり、価格の透明性・合理
性を一層求めていく必要

・ 維持整備については、海外企業と
のPBL（※）の活用等による長期
的な体制の構築も選択肢

※ Perforamnce Based Logistics：
長期的な成果の達成に応じて対価
を支払う契約方式

装備品の効率的な調達等に向けた取組み
財政制度等審議会財政制度分科会
（平成28年10月20日）資料
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② 装備品のライフサイクルを通じたプロジェクト管理の強化

・現状は、装備品の見積もり額と実際の調達価格に一定以
上の乖離が生じた場合、「取得戦略計画」の見直しや事業
の中止を検討する旨の訓令が規定されているが、米国の例
も踏まえ、事業継続に対してより厳格な手続きを必要とす
るといった対応の検討が必要。

・ 当初見積もりよりもＬＣＣが上昇することが多い実態
を踏まえ、原価の監査の充実を図るとともに、進捗して
いないコストデータベースを早急に構築し、メーカー等
との価格協議等に実効性を持たせる必要。

（ⅱ）ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の精緻化

・ 訓令の見直し等により、装備品の対象範囲を拡大して
いく必要。

✓ プロジェクト管理体制の構築に向けた防衛省の取組み状況は初期段階。平成27年11月に重点装備品12品目につい

て、プロジェクトマネージャー（PM）及びプロジェクトチーム（IPT）を設置し、プロジェクト管理を開始。本年

8月には当該12品目について「取得戦略計画」を策定・公表。（ⅰ）今後、対象装備品の拡大が必要。

✓ プロジェクト管理を強化するため、（ⅱ）コストデータベースの構築等による装備品のライフサイクルコスト

（LCC）の精緻化を図るとともに、（ⅲ）想定以上の価格上昇等のリスクが顕在化した場合に事業の見直しや中止を

行う実効的なプロジェクト管理上の仕組みを構築する必要。

※ 防衛省は、プロジェクト管理手法の導入により、「取得に係る関係者において、自ずとコスト、スケジュール及びリスクの管理が強
化され、コストの増大に歯止めがかかる。」と説明。
（平成27年12月25日 経済・財政一体改革推進委員会 「経済・財政再生アクションプログラム 参考資料」より。）

（ⅰ）プロジェクト管理の対象装備品の拡大

（ⅲ）プロジェクトの見直し等

装備品の効率的な調達等に向けた取組み
財政制度等審議会財政制度分科会
（平成28年10月20日）資料
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プロジェクト管理における事業見直し基準

重要な不履行 クリティカルな不履行

現行基準見積比 １５%上昇 ２５%上昇

当初基準見積比 ３０%上昇 ５０%上昇

見直しのタイミング ４半期毎

取るべきアクション ○ ４５日以内に、計画の変更の内容やその原因等の必要事項を記載
した不履行通知書及び当該４半期の取得計画報告を議会（下院）に
提出

○ コスト上昇の根本原因分析を実施し、事業を継続する場合、６０
日以内に、国防長官から議会（下院）へ同分析を提出するとともに、
以下を証明し、承認の可否を問う
・安全保障上の不可欠性
・事業のコスト増を賄う他の事業より優先順位が高いことの証明
・コスト・コントロールを実施する枠組み 等

継続の要件 － ○ 議会（下院）の承認が必要

日本：装備品等のプロジェクト管理に関する訓令（H27.10.1付 防衛大臣訓令）

取得戦略計画の見直し等について（H28.4.8付 防衛装備庁長官通達）

現行基準見積比 １５％上昇 ２５％上昇

当初基準見積比 ３０％上昇 ５０％上昇

見直しのタイミング 原則として年度毎（訓令§１５②）

取るべきアクション

○ 防衛装備庁長官は、取得戦略計画の見直しについて、関係局長及
び関係幕僚長等と調整を行う（通達§３①）

○取得戦略計画の重要な事項に変更を及ぼすような見直しを行う場合
は、装備取得委員会の審議を踏まえ、防衛大臣への報告又は承認が
必要（訓令§16②）

○ 防衛装備庁長官は、取得プログラムを中止することが適当と認め
るか否かに ついての防衛大臣の判断に資するため、関係局長及び
関係幕僚長等と調整を行い、取得プログラムの継続の必要性につい
て検討する（通達§３②）

継続の要件 －
○ 防衛大臣は、当該取得プログラムを中止することが適当と認める

ときは、その中止を命じる（訓令§17）

米国：国防授権法（National Defense Authorization Act）の改正事項（ナン＝マッカーディー条項）

（出典）米国防省HPから作成

○ 米国の国防授権法（ナン＝マッカーディ条項）では、装備品単価の一定の上昇が生じた場合、事業
継続について議会の承認を要することとするなど、日本と比して厳格な要件を置いている。

財政制度等審議会財政制度分科会
（平成28年10月20日）資料
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装備品の効率的な調達等に向けた取組み

④ 研究開発に係る知的財産権の活用

✓ 「防衛生産・技術基盤戦略」では、防衛技術と民生技術との間でのデュアル・ユース化、ボーダーレス化が進
展している中で、民生技術を積極的に活用するとともに、防衛関連事業で得られた成果等の民生技術への活用促
進は、我が国の産業力・技術力の強化等の観点から重要とされている。

✓ 防衛省は、例えば、Ｆ-2戦闘機の米国との共同開発からは、ＥＴＣの処理システムや自動車用衝突防止レー
ダー、ＭＲＪやＢ787に採用された複合材など、スピンオフによる産業への波及効果があったとしている。

✓ 他方、防衛省が保有する特許権により民間企業から利用料を得た実績は１件（００式個人用防護装備）のみ。
研究開発費が国費で賄われていることを踏まえれば、知的財産権の帰属の明確化及びその適正な活用について、
検討する必要。

③ 「防衛装備移転三原則」を踏まえた装備品等の海外移転

✓ 装備品の海外移転は、我が国の防衛装備品の市場拡大が期待でき、量産効果による装備品の価格低減に加え、

防衛生産・技術基盤の維持・強化に資する可能性。

✓ 「防衛省開発航空機の民間転用に関する検討会（平成22年8月）」において、防衛省開発航空機であるＵＳ-2救

難飛行艇やＣ-2輸送機について、開発企業による民間転用の見通しや、国・企業間の枠組みの在り方を整理。

✓ こうした検討に関わらず、これまで海外移転の実現例はない。これは、とりわけ価格面において十分な国際競

争力を有さないことの裏返しとも言え、今後は装備品のコストダウンの実現とともに、移転実現に向け、政府と

企業が一丸となった取組みが不可欠。
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装備品の効率的な調達等に向けた取組み

⑤ 国内産業の組織再編・連携

※ 米国の防衛産業は、冷戦終結後のクリントン政権下において、米国の航空・防衛産業の業界再編成を一段と加速すべきとの立場が明確にされ、
1980年代半ばまで防衛関連企業は50社以上あったが、1997年末までに、ボーイング、ノースロップ・グラマン、ロッキード・マーチン、レイセ
オンの４社に統合・再編。

※ 欧州においても、国境を越えた再編が進み、ＢＡＥシステムズやエアバス・グループなど欧州各国にまたがる規模の防衛関連企業が存在。

（出典）衆議院調査局 安全保障調査室「日本の防衛産業」（平成25年3月）

✓ 「防衛生産・技術基盤戦略」では、「我が国防衛産業組織の特徴としては、欧米のような巨大な防衛専業企業
が存在せず、また、企業の中での防衛事業のシェアは総じて低く、企業の経営トップへの影響力は一般的に少な
い状況にあり、欧米諸国と比べて、企業の再編も進んでいない」とし、「事業連携、部門統合等の産業組織再
編・連携は有効な手段」と指摘。

✓ また、同戦略において、「防衛装備品の生産は、その特殊性から、技術と資本について、相当の蓄積を必要と
する」ため、類似の機能を有する複数の企業が入札で争うことで双方の企業が疲弊し、「防衛生産・技術基盤の
弱体化が生じうる」と指摘。このため、「企業の『強み』を結集できるような企業選定方式の導入や、複数年一
括契約による契約対象企業の絞り込み等の契約制度の運用を含め、産業組織の適正化を検討する」と記載。

✓ したがって、まず、非競争・非効率的な調達がこうした組織再編を阻害することのないよう、機会の平等や調
達の効率化を徹底していく必要。 また、複数企業の強みの結集を促すような企業選定方式（ＪＶ型受注体制）
の導入についても、早急に実現すべき。その上で、国際的な状況（※）も踏まえ、国内防衛産業の部門統合や事
業再編の具体的な促進策を検討する必要。
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装備品の効率的な調達等に向けた取組み

⑥ 原価の監査の徹底

✓ 多くの防衛装備品は、個別に積み上げた製造原価にＧＣＩＰ率（※）を掛け合わせることで、取得価格を算出
している。こうした算定方法は、市場価格が存在しない分野での調達において一般的であるが、ＧＣＩＰ率が一
定であっても、製造原価が上昇すれば自動的に利益額が上昇するため、構造上、企業のコスト削減努力が働きに
くい。このため、原価の監査の徹底やコストデータベース管理などにより製造原価の抑制を図る必要。

✓ 当初想定より取得単価等が上昇している装備品も散見されることから、調達時の契約で義務付ける等により、
材料費・加工費・直接経費・ＧＣＩＰ率等の個々の要因を分析し、官民が協力してＷＢＳ（※）ベースでその妥
当性を厳しく精査し、契約の履行期間を通じてコストの上昇を回避するための取組みを実施する必要。

※GCIP率： 一般管理及び販売費（General Cost）率、利子（Interest）率、利益（Profit）率
※Work Breakdown Structure： 装備品を構成要素や実施項目等を基準に適切に管理できる要素まで分解した体系

 ＧＣＩＰ率の在り方についても、経営効率化を促す仕組みとすることが必要。例えば、ＧＣ率については、
企業の実績値が採用されるため、企業において販管費を削減するインセンティブが働かない。また、防衛装備
品の生産に伴い、国が費用負担を行う「初度費」（専用治工具等）にもＧＣＩＰが計上されている。こうした
ＧＣＩＰ率の在り方について、経営効率化を促す仕組みにするとともに、ＧＣＩＰを計上すべき費用項目につ
いて再検討が必要。

 なお、平成27年度の予算執行調査・反映状況票においては、初度費の特性や利益計算の方法に関する指摘を
含め、「平成28年度中を目標として、訓令（『調達物品等の予定価格の算定基準に関する訓令』）の改正を行
う」とされている。

⑧ 契約時における価格上昇リスクの抑制

 機種選定時に、企業から様々な提案が行われるが、実際の契約にはその提案内容が盛り込まれるとは限らず、
結果的に選定プロセスでの提案に拘束力が生じていない場合がある。このため、企業からの提案や説明内容に
ついては予算編成過程等においても十分に検討し、不確実性のある内容については、価格上昇等のリスクを防
衛省（国）が一方的に負うことのないよう、国と企業の間で適切なリスク分担が必要。

⑦ ＧＣＩＰ率の在り方
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